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1．序 論 

 

1.1 はじめに 

 

基準地震動策定において想定地震は、内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレー

ト内地震の３つのタイプに分けて、それぞれの検討用地震を選定して地震動評価が行わ

れている。特に、プレート間地震及び海洋プレート内地震（以下「海溝型地震」という。）

に関して、「国内のみならず世界で起きた大規模な地震を踏まえ、地震の発生機構及びテ

クトニクス的背景の類似性を考慮した上で震源領域の設定を行うこと」が新規制基準で

規定されている。 

プレート間地震は、数十年程度の比較的短い周期で繰り返し発生する大規模地震の場

合、過去の地震に対する調査研究で得た知見を基に、想定地震の発生場所や規模を推測で

きる。2011 年東北地方太平沖地震のような数百年程度の比較的長い周期で繰り返し発生

するプレート間巨大地震は、地震動評価に必要な震源特性等に関する知見を蓄積するた

め、国内外で起きた巨大地震、特に観測記録が得られた巨大地震の調査研究が重要である。 

海洋プレート内地震は、特に敷地周辺で深さ数十 km 以上の深い場所で発生する場合、

地表に痕跡が残っておらず、また、発生周期も特定されていないため、想定地震の発生場

所や規模の推定は非常に困難である。さらに、敷地周辺で発生する海洋プレート内地震は、

他のタイプの同規模の地震に比べて大きな短周期地震動を生ずるため、地震動評価にお

いて震源特性を明確にすることは重要である。  
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1.2 目 的 

 

本研究では、断層モデルを用いた手法（以下「断層モデル法」という。）による地震動

評価の精度向上のため、国内外で起きた海溝型地震の地震動特性及び震源特性に関する

研究を対象に文献調査や地震動解析等を実施することとし、以下２項目の内容を実施す

る。 

（１）プレート間巨大地震の地震動評価手法の検討 

（２）海洋プレート内地震の地震動評価手法の検討 
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1.3 事業内容及び方法 

 

1.3.1 プレート間巨大地震の地震動評価手法の検討 

 

「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」（以下「強震動予測レシ

ピ」という。）は、強震動評価に関する既往の検討結果から、断層モデル法における震源

特性パラメータの設定等について取りまとめた標準的な手法として、地震調査研究推進

本 部  ( 以 下 「 地 震 本 部 」 と い う 。 ) で 公 開 さ れ て い る （ 詳 細 は

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/16_yosokuchizu/recipe.pdf を参照）。強震動予

測レシピでまとめたプレート間地震の震源特性パラメータの設定方法は、主に 1978 年宮

城県沖地震や 2003 年十勝沖地震の地震動評価を踏まえて提案されたものであり、2011 

年東北地方太平洋沖地震のようなプレート間巨大地震による地震動を評価するためには、

過去の巨大地震の震源特性及び地震評価に関する知見を反映する必要がある。 

そこで、本事業では、プレート間巨大地震を対象とし、地震動評価に用いた震源特性パ

ラメータの設定手法の整備並びに巨大地震に適応できる統計的及び経験的グリーン関数

法の高度化を行うことを目的とし、以下の項目を実施する。 

 

（１）過去の地震の震源特性の調査 

国内外で起きたプレート間地震（マグニチュード７以上）を対象に、地震動評価又は津

波再現解析のための断層モデル構築並びに統計的及び経験的グリーン関数法の適用に係

る既往研究を（100 件程度）調査し、震源特性パラメータのスケーリング則等について整

理する。 

 

（２）巨大地震の観測記録の収集及び解析 

海外で起きたプレート間巨大地震（マグニチュード 8 以上）を対象に、3 個以上の地

震の観測記録の収集を行う。それら地震の地震動特性を分析し、検討地震を 1 個以上選

択し、震源過程解析や地震動解析等を実施する。検討地震選定等の詳細は、原子力規制庁

担当者と協議して決定するものとする。 

 

（３）巨大地震の震源特性パラメータの設定手法の調査 
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国内外のマグニチュード 8 クラスから 9 クラスのプレート間巨大地震による強震動又

は津波の予測のための断層モデルの構築方法の調査を行い、強震動予測レシピの手法並

びに（１）及び（２）での調査結果と比べ課題を抽出し、巨大地震の震源特性パラメータ

の設定についてまとめる。 

 

1.3.2 海洋プレート内地震の地震動評価手法の検討 

 

本事業は、海溝の海側（アウターライズ）の沈み込むプレート内で起きるやや浅い地震

（以下「アウターライズ地震」という。）と沈み込んだプレート内（スラブ内）で起きる

やや深い地震（以下「スラブ内地震」という。）の２種類の海洋プレート内地震を検討対

象とする。地震本部では、後者のスラブ内地震の震源特性に関する近年の研究成果を基に、

スラブ内地震の特性化震源モデルの設定手法を新たに追加し、強震動予測レシピを 2016 

年に更新した。一方、スラブ内地震は、想定地震の発生周期や場所に関する情報が少ない

ため、強震動予測レシピでは、想定地震の規模の推定手法が提示されていない。さらに、

敷地周辺で発生するスラブ内地震は、他のタイプの同規模の地震に比べて大きな短周期

地震動を生ずるため、地震動評価において震源特性を明確にすることは重要である。また、

国内で起きたスラブ内地震に関する研究事例が限られているため、国内外で起きたアウ

ターライズ地震及びスラブ内地震を対象により数多くの地震を調査し、地域的な特性ま

たは海洋プレートの特性を明確にすることが重要である。 

そこで、本事業では、海洋プレート内地震を対象とし、地震動評価に用いた震源特性パ

ラメータの設定手法の高度化を行うことを目的とし、以下の項目を実施する。 

 

（１）スラブ内地震の震源特性等の調査 

国内外のスラブ内地震の地震動特性、伝播経路特性及び震源特性に関する研究を対象

に文献調査（100 件程度）を行い、特に余震分布等の情報を収集し、震源断層面積の設定

について分析する。また、地域性等に着目して震源断層パラメータの設定手法を整理する。 

 

（２）アウターライズ地震の震源特性の調査 

国内外のアウターライズ地震の地震動特性、伝播経路特性及び震源特性に関する研究

を対象に文献調査（100 件程度）を行い、スラブ内地震との比較を行う。 
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（３）スラブ内地震の地震動解析 

国外のスラブ内地震を対象に、パラメータの不確かさを考慮した特性化震源モデルを

（三つ程度）構築し、断層モデル法に基づく地震動再現解析を行う。また、検討結果を踏

まえ、強震動予測レシピの適用性について整理する。 
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1.4 実施体制 

 

本事業を進める上で、適宜、学識経験者からの指導・助言を仰ぐとともに、海外の研究

者と連絡を取りながら、助言・示唆を受けるものとする。種々の参考情報は、必要に応じ

て、本事業に反映する。なお、本業務の一部を一般財団法人 地域地盤環境研究所および

株式会社 サイスモ・リサーチに外注する。 



 

2.1.1-1 
 

2. プレート間巨大地震の地震動評価手法の検討 

2.1 過去の地震の震源特性の調査 

2.1.1 プレート間地震の地震動特性の調査 

 

(1) Crouse et al. (1988) 

 Crouse et al. (1988) は、図2.1.1-1に示した環太平洋の7つの沈み込み帯で発生した低角逆

断層、正断層、および横ずれ断層の地震による地盤上の258の水平成分を回帰分析した。回

帰分析に用いた各沈み込み帯の地震数を表2.1.1-1に示す。 

周期0.1～4秒における減衰定数5%の擬似速度応答スペクトルを統計処理した結果、日本

の北部本州の地震では断層タイプによる系統的な差は見られなかった。用いた擬似速度応

答スペクトルの回帰式は、 

ln[ ( )] ln[ ]PSV T a bM c R dh  (2.1.1-1) 

である。ここに、PSV(T)は周期Tにおける擬似速度応答スペクトル、a～dは回帰係数、Mは

気象庁マグニチュード、Rはエネルギー放出中心からの距離、hは震源深さである。回帰係

数a～dを表2.1.1-2に示す。 

地域性を調べたところ、0.8～3秒の中周期帯域において、北部本州や南海、千島列島、

メキシコ、アラスカの地震ではペルー/北部チリとニューブリテン/ブーゲンビールの地震

より、岩盤サイトで擬似速度応答スペクトルが顕著に大きいことがわかった。 



 

2.1.1-2 
 

 

図2.1.1-1 Crouse et al. (1988) が回帰分析に用いた地震が起った沈み込み帯 

 

 

表2.1.1-1 Crouse et al. (1988) が回帰分析に用いた地震の数 

 
  



 

2.1.1-3 
 

表2.1.1-2 Crouse et al. (1988) が北部本州の沈み込み帯で起った地震の記録を統計処理して

求めた回帰係数 
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(2) Houston and Kanamori (1990) 

Houston and Kanamori (1990) は、1985年メキシコMichoacan地震、1985年チリValparaiso地

震、1983年日本秋田沖地震の水平2成分の加速度フーリエスペクトルの二乗和平方根をとっ

て、 

0( ) pu f Cr&&  (2.1.1-2) 

でモデル化した。ここに、f0は振動数、cとpは回帰係数、rは距離で、震源距離、断層面中心

からの距離、断層最短距離、あるいは大きなアスペリティからの最短距離である。 

 表2.1.1-3に回帰係数Cとpを示す。図2.1.1-2に、距離を断層中心からとった場合の加速度フ

ーリエスペクトルの距離減衰の比較を示す。図中、MはMichoacan地震、VはValparaiso地震、

Aは秋田沖地震である。 

  



 

2.1.1-5 
 

表2.1.1-3 Houston and Kanamori (1990) 

 

  



 

2.1.1-6 
 

 
図2.1.1-2 Houston and Kanamori (1990) による加速度フーリエスペクトルの距離減衰の比較 

(距離は断層中心からの距離で、MはMichoacan地震、VはValparaiso地震、Aは秋田

沖地震である。) 
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(3) Nicholas et al. (2002) 

 Nicholas et al. (2002) は、モーメントマグニチュードが8.0と8.5および9.0のCascadia沈み込

み帯のプレート間地震を対象に、断層モデルを作成して、統計的グリーン関数法で地震波

形を計算したうえで、計算波形を用いて、最大加速度と加速度応答スペクトルの回帰分析

を行った。回帰式は、 

3
1 2 3 4 5 6Ln * ( * )*Ln[ exp( )] *( 10)M M MY C C C C R C C  (2.1.1-3) 

である。ここに、Yは最大加速度もしくは加速度応答スペクトル、Mはモーメントマグニチ

ュード、Rは断層面までの最短距離、C1からC6は表2.1.1-4に示した回帰係数で、岩盤サイト

と地盤サイトに分けている。 

 図2.1.1-3にM=8とM=9の場合の最大加速度の例を示す。 
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表2.1.1-4 Nicholas et al. (2002) が統計処理で求めた回帰係数 

 

 

  



 

2.1.1-9 
 

 

図2.1.1-3 Nicholas et al. (2002) によるM=8とM=9の最大加速度の例 

  



 

2.1.1-10 
 

(4) Atkinson and Boore (2003) 

Atkinson and Boore (2003) は、世界の沈み込み帯で起こったプレート間地震とスラブ内

地震 (M5～M8.3) の強震記録を用いて、最大加速度および減衰定数 5%の擬似加速度応答

スペクトルの回帰分析を行った。データベースには、日本やメキシコおよび中米の沈み込

み帯の多くの地震が含まれている。Atkinson and Boore (2003) がプレート間地震の検討に

用いた地震のモーメントマグニチュードと断層最短距離を図 2.1.1-4 に示す。 

回帰モデルは下の(2.1.1-4)式で表される。 

3 4 5 C 6 D 7 Elog ( ) logMY fn c h c R g R c sl S c sl S c sl S  (2.1.1-4) 

ここに、Y は最大加速度もしくは減衰定数 5%の擬似加速度応答スペクトル(cm/s2)、M はモ

ーメントマグニチュード (プレート間地震の場合 M≦8.5)、fn(M)=c1+c2M、h は震源深さ(km)、

R=sqrt(Dfault2+ 2)、Dfault は断層のトレースからの最短距離、は断層近傍の飽和を示す項で、

=0.00724×100.507M、g=101.2-0.18M である。また、c1～c7 は回帰係数で、SC、SD、SE は地盤種

別を表す係数である。sl は最大加速度の大きさと振動数による係数で、表 2.1.1-5 に示す値

である。 

Atkinson and Boore (2003) による最大加速度の例を図 2.1.1-5 に、擬似加速度応答スペク

トルの例を図 2.1.1-6 に示す。 

一方、図 2.1.1-7 に示すように、マグニチュード、距離、地震タイプおよび地盤種別を同

一にした場合、高振動数における加速度応答スペクトルが日本の地震では大きく、Cascadia

の地震では小さいといった地域性が見られることを指摘している。 
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図2.1.1-4 Atkinson and Boore (2003) が検討に用いたプレート間地震のモーメントマグニチ

ュードと断層最短距離 (工学的に重要なのは、濃い灰色の部分の地震の記録であ

る。モーメントマグニチュードが小さすぎたり、断層最短距離が遠すぎる淡い灰

色の部分の地震の記録は回帰分析に用いていない。) 

 

 

 

図2.1.1-5 Atkinson and Boore (2003) によるプレート間地震の最大加速度の例 
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図2.1.1-6 Atkinson and Boore (2003) によるプレート間地震とスラブ内地震の擬似加速度応

答スペクトルの例 (プレート間地震の擬似加速度スペクトルは実線で、スラブ内

地震の擬似加速度スペクトルは破線で示されている。Cのついた線はカルフォル

ニアの浅い地震の擬似加速度スペクトルである。) 
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図2.1.1-7 Atkinson and Boore (2003) による擬似加速度応答スペクトルの地域性 

 

 

表2.1.1-5 Atkinson and Boore (2003) の地震動予測式のsl 
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(5) Lin and Lee (2008) 

 Lin and Lee (2008) は、台湾北東部の沈み込み帯に起ったプレート間地震とスラブ内地震

の記録を用いて、最大加速度と加速度応答スペクトルの地震動予測式を求めた。図 2.1.1-8

は検討に用いたプレート間地震のモーメントマグニチュードと震源距離との関係である。 

 回帰分析の結果、岩盤上の最大加速度の式として、 

0.6325ln(PGA) 2.5 1.205 1.905ln( 0.516 ) 0.0075 0.275M
tM R e H Z  (2.1.1-5) 

を得た。また、地盤上の最大加速度の式として、 

0.5263ln(PGA) 0.9 1.00 1.90ln( 0.9918 ) 0.004 0.31M
tM R e H Z  (2.1.1-6) 

を得た。ここに、PGAは水平2成分の幾何平均で単位は重力加速度、Mはモーメントマグニ

チュード、Rは震源距離、Hは震源深さ(km)、Ztはプレート間地震では0、スラブ内地震で

は1である。 

 加速度応答スペクトルの場合の回帰係数を表2.1.1-6と表2.1.1-7に示す。また、図2.1.1-9

にプレート間地震の最大加速度の例を示す。 
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図2.1.1-8 Lin and Lee (2008) が検討に用いたプレート間地震のモーメントマグニチュード

と震源距離との関係 
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表2.1.1-6 Lin and Lee (2008) が統計処理で求めた岩盤サイトにおける回帰係数 
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表2.1.1-7 Lin and Lee (2008) が統計処理で求めた岩盤サイトにおける回帰係数 
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図2.1.1-9 Lin and Lee (2008) によるプレート間地震の最大加速度の例 
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(6) Zhao and Xu (2012) 

 Zhao and Xu (2012) は、日本で起ったマグニチュードが6.5から9.0のプレート間地震の強

震記録を用いて、応答スペクトルのマグニチュード依存性を調べている。図2.1.1-10に検討

に用いた地震のモーメントマグニチュードと震源深さとの関係、およびモーメントマグニ

チュードと強震記録数との関係を示す。 

 マグニチュード依存性の検討に当っては、直線と折れ線以外に下式で表される曲線を用

いている。 

( ) ( 6.5)exp[ log ( 6.5 ) ]W W e WF M M M  (2.1.1-7) 

ここに、 、 、 は回帰で求まる定数である。 

 回帰分析の結果得られた応答スペクトルのモーメントマグニチュード依存性を図

2.1.1-11に示す。図より、Zhao (2010) による直線より、本研究による折れ線か曲線のほう

がデータに合っていることがわかる。 
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図2.1.1-10  Zhao and Xu (2012) が応答スペクトルのマグニチュード依存性の検討に用いた

地震のモーメントマグニチュードと震源深さとの関係およびモーメントマグ

ニチュードと強震記録数との関係 

 

 

    

(a) 最大加速度PGA (b) 周期0.1秒 

    

(c) 周期0.2秒 (d) 周期0.3秒 

図2.1.1-11 Zhao and Xu (2012) により求められた応答スペクトルのモーメントマグニチュ

ード依存性 
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(e) 周期0.5秒 (f) 周期0.8秒 

    

(g) 周期1.0秒 (h) 周期2.0秒 

    

(i) 周期3.0秒 (j) 周期5.0秒 

図2.1.1-11 Zhao and Xu (2012) により求められた応答スペクトルのモーメントマグニチュ

ード依存性（つづき） 
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(7) Zhao et al. (2016) 

 Zhao et al. (2016) は、日本で起ったプレート間地震を対象に、はじめに 25 km より浅い

地震による記録を用いて、最大加速度および減衰定数 5%の加速度応答スペクトルの統計

処理を行った。統計処理に用いた回帰式は、 

, int int , int ,

int , int , int ,

log ( ) log ( ) log ( 200.0)

log ( )
e i j m S e i j SL e i j

V V
S i j i j e i j i

y f g r g x

e x e x A
 (2.1.1-8) 

である。ここに、yi,j は i 番目の地震の j 番目の観測点における最大加速度もしくは加速度

応答スペクトルで、単位は g (重力加速度)、fmintS は震源項で(2.1.1-9)式による値、ri,j は距離

で(2.1.1-10)式による値、xi,j は断層最短距離、xV
i,j は火山帯を通ってきた距離、A は地盤増

幅比である。また、 i,j は地震間の誤差、 i は地震内の誤差である。 

int
min , int int

int int

if
( )

( ) if
S i i c

tS i i i S
S c i c i c

c m m m
f m h b h

c m d m m m m＞
 (2.1.1-9) 

, int , 1 2exp( )i j o i j mr x x c c C  (2.1.1.-10) 

max

max max

if
if

i i
m

i

m m C
C

C m C＞
 (2.1.1-11) 

ここに、miはi番目の地震のモーメントマグニチュード、hiは断層上端深さ、bint, intS, CintS, dint

は回帰係数である。mcは7.1である。また、xinto=10.0 km、c1とc2は回帰係数、Cmax=mc=7.1

である。 

 一方、25 km より深いプレート間地震については、 

, int int , int ,

int , int ,

log ( ) log ( ) log ( 200.0)

log ( )
e i j m D e i j DL e i j

V V
i j e i j i

y f g r g x

e x A
 (2.1.1-12) 

を用いている。ここに、fmintDは震源項で、下式による値である。 

int
int int int

int int

if
( , )

( ) if
D i i c

m D i i i S
D c i c i c

c m m m
f m h b h

c m d m m m m＞
 (2.1.1-13) 

表 2.1.1-8 と表 2.1.1-9 に回帰係数を、図 2.1.1-12 に加速度応答スペクトルの例を示す。 
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表2.1.1-8 Zhao et al. (2016) が日本のプレート間地震の記録を統計処理して求めた回帰係数 
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表2.1.1-9 Zhao et al. (2016) が日本のプレート間地震の記録を統計処理して求めた回帰係数 

 

  



 

2.1.1-25 
 

 

 
 

図2.1.1-12 Zhao et al. (2016) による日本の浅いプレート境界地震の加速度応答スペクトル

の例 
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2.1.2 プレート間地震のスケーリング則の調査 

 

(1) 田島・他 (2013) 

 田島・他 (2013) は、MW 8.4から9.1までのプレート境界の6地震およびMW 7.5から7.9まで

の内陸地殻内の6地震の計12地震について、震源モデルの構築に用いたデータの周期帯が異

なる長周期および短周期の震源モデルを収集し、強震動予測レシピで使用される震源パラ

メータを整理してスケーリング則を求め、両者の共通点や相違点について既往研究との比

較も含めて研究している。 

 収集したデータ (8.4 9.1)WM  からM0と断層幅(W)の関係を調べたところ、図2.1.2-1

に示すように、文献によるばらつきが大きいが (図中の藤色丸印)、平均的にはおよそ200 

km弱 (180～200 km程度) で飽和することが分かった (図中の大きな色付きの印)。 

そこで、MW 8.4以上の地震に対し、断層面積Sと地震モーメントM0との間にS∝M01/2との

関係を仮定し、以下の回帰式を導いている。 

2 7 1/2
0(km ) 5.82 10 (Nm)S M  (2.1.2-1) 

結果を図2.1.2-2のa)に示す。 

同様に、平均すべり量DについてもD∝M01/2との関係を仮定し、以下の回帰式を導いてい

る。 

11 1/2
0(m) 3.37 10 (Nm)D M  (2.1.2-2) 

 結果を図2.1.2-2のb)に示す。 

以上の検討より、プレート間巨大地震のスケーリング則については、巨視的パラメータ

であるM0-SおよびM0-Dの関係は、沈み込み帯での地震発生層の厚さの制限による断層幅の

飽和に起因して、MW 8.4程度以上の地震では3 stage scaling modelの2段階目であると述べて

いる。 

一方、微視的パラメータについては、長周期震源モデルから求めた地震モーメントM0と

大すべり域の面積SaLとの関係は、同様の長周期震源モデルによる検討を行ったMurotani et 

al. (2008) による経験的関係 (SaL=0.20×S) と調和的であるが、短周期震源モデルから求め

た地震モーメントM0と強震動生成域の面積SaSとの関係は、長周期震源モデルから求めた

M0-SaLの関係の0.35倍と顕著に小さく、短周期震源モデルによる検討を行った佐藤 (2010) 
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による結果と整合的であることが分かった。断層破壊面積(S)と大すべり域の面積(SaL)およ

び強震動生成域の面積(SaL)の相互関係を表2.1.2-1に示す。 

地震モーメントM0と短周期レベルAとの関係については、図2.1.2-3に示すように、内陸

地殻内地震およびプレート間地震ともに、既往研究による経験的関係 (内陸地殻内地震に

ついては壇・他 (2001)、プレート間地震については佐藤 (2010)) と整合的であり、巨大地

震についてもプレート間地震のAの方が内陸地殻内地震のそれよりも大きくなる傾向も見

受けられるが、解析に用いた両タイプの地震の地震規模は重なっておらず、ばらつきも大

きいため、今回の結果から地震タイプによるAの違いを判断することは難しいと述べてい

る。 

 

 

 

図2.1.2-1 田島・他 (2013) によるプレート間地震の地震モーメントと断層幅の関係 
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図2.1.2-2 田島・他 (2013) によるプレート間地震の地震モーメントと断層破壊面積との関

係および地震モーメントと平均すべり量との関係 

 

 

表2.1.2-1 田島・他  (2013) によるプレート間地震の断層破壊面積(S)と大すべり域の面積

(SaL)および強震動生成域の面積(Sas)との相互関係 
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図2.1.2-3  田島・他 (2013) によるプレート間地震の地震モーメントと短周期レベルとの関

係 
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(2) Skarlatoudis et al. (2016) 

 Skarlatoudis et al. (2016) は、図2.1.2-4に示す世界のプレート間地震 (モーメントマグニ

チュード6.75 9.1) の断層パラメータの相似則を検討している。 

 断層パラメータは、断層長さと幅と平均すべり量が比例する自己相似則を満たすとして、

各断層パラメータと地震モーメントとの関係を求めている。図2.1.2-5には、地震モーメン

トと断層面積との関係および地震モーメントとアスペリティ総面積の関係を示す。図

2.1.2-6には、地震モーメントと平均すべり量との関係および地震モーメントと最大すべり

量との関係を示す。 

 一方、Tagima et al. (2013) は、地震モーメントが大きいと断層幅が一定となることを示

しているので、その検討も行っている。結果を図2.1.2-7に示す。自己相似則を仮定した実

線よりも地震モーメントが大きいときに断層幅が200kmで一定となる線の方がデータとの

残差はやや小さい。したがって、地震モーメントが大きいときに断層幅は一定になると考

えられるが、その値は沈み込み帯によって変化する可能性があると述べている。 

 

 

 

図2.1.2-4 Skarlatoudis et al. (2016) が断層パラメータの相似則の検討に用いた世界のプレ

ート間地震の震央 

  



2.1.2-6 
 

 

図2.1.2-5 Skarlatoudis et al. (2016) が断層パラメータの自己相似則を仮定して求めた世界

のプレート間地震の地震モーメントと断層面積との関係および地震モーメント

とアスペリティ総面積の関係 
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図2.1.2-6 Skarlatoudis et al. (2016) が断層パラメータの自己相似則を仮定して求めた世界

のプレート間地震の地震モーメントと平均すべり量との関係および地震モーメ

ントと最大すべり量との関係 
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図2.1.2-7 Skarlatoudis et al. (2016) が求めた世界のプレート間地震の地震モーメントと断

層幅との関係 
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(3) 仲野・他 (2015) 

仲野・他 (2015) は、1996 年 8 月から 2011 年 12 月までの間に、K-NET 観測点 (972 点)、

KiK-net 観測点 (601 点)、JMA 観測点 (532 点) のいずれかの地点で観測された地震波形の

加速度フーリエスペクトルを用いて、地震モーメントと短周期レベルとの関係、地震モー

メントと Brune (1970) の応力降下量との関係、震源深さと Brune (1970) の応力降下量との

関係を調べた。 

分析に際し、地震を下の 3 つに分類している。 

Type B (プレート間地震) 

Type I (プレート内地震) 

Type C (地殻内地震) 

地震モーメント M0≥1.0E+24 (dyne-cm) のデータに対して求めた回帰式は、下のとおりで

ある。 

17 1/3
0

17 1/3
0

16 1/3
0

1.98 10 (Type B : )

2.15 10 (Type I : )

5.44 10 (Type C : )

M

A M

M

プレート間地震

プレート内地震

地殻内地震

 

*単位は dyne-cm (=10-7N・m) 

図 2.1.2-8 は、気象庁マグニチュード MJMA の範囲ごとに整理した Brune の応力降下量と

地震モーメントとの関係である。図中の各段は気象庁マグニチュード MJMA の大きさを示

しており、上段は MJMA≥4.5、中段は MJMA≥5.0、下段は MJMA≥5.5 である。MJMA≥4.5 の全地

震を見るとあまり規模依存性があるようには見えないが、比較的大きな MJMA≥5.5 の地震だ

けを見ると海溝型地震、地殻内地震を問わず地震規模依存性があるように見える。これは

地震規模依存性を示す一つの証拠のように思えるが、既往研究で指摘されているように、

その分布を見ると規模依存性があるというよりもある規模以上の地震では大きな応力降下

量の地震しか生じない傾向があるように見える。 

一方、図 2.1.2-9 は、Brune (1970) の応力降下量と震源深さの関係である (地殻内地震を

■、プレート間地震を▲、プレート内地震を●であらわす)。図より、地殻内地震は標準偏

差が小さいが、海溝型地震は大きいこと、深さ依存は全地震タイプで深さ別に平均をとれ

ば徐々に増加する傾向があることがわかる。この図は、一部の地殻内地震 (○で囲んだ 3

地震はいずれも海域の地震) を除くと、地殻内地震の低い平均応力降下量と海溝型地震の
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高い平均応力降下量はその震源深さの影響として説明できることを示していると述べてい

る。 

 

 

 

図 2.1.2-8 仲野・他 (2015) による地震モーメントと Brune の応力降下量との関係 
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図 2.1.2-9 仲野・他 (2015) による震源深さと Brune (1970) の応力降下量との関係 

(大きな○は海域の 3 つの地殻内地震) 
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2.1.3 プレート間地震の断層パラメータの調査 

 

 本項では、国内外のプレート間地震の断層パラメータ、特に断層長さ、断層幅、断層面積

および短周期レベルの特徴について調べるために、下記の項目を調査した。調査の対象とし

た地震は現時点で下記の項目が入手できる地震を中心とした。 

・震源位置 

・モーメントマグニチュード 

・地震モーメント 

・断層長さ 

・断層幅 

・断層面積 

・短周期レベル 

・S 波速度 

調査結果を表 2.1.3-1 および表 2.1.3-2 に示す。 
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表 2.1.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 

赤字：作図で使用した値 
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表 2.1.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 (つづき) 
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表 2.1.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 (つづき) 
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表 2.1.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 (つづき) 
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表 2.1.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 (つづき) 
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表 2.1.3-1 国内のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 (つづき) 
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 

赤字：作図で使用した値 
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき） 
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき）
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき）
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき） 
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき） 
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき）
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき） 
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表 2.1.3-2 国外のプレート間地震の断層パラメータの調査結果 （つづき） 
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2.1.4 プレート間地震の断層パラメータの分析 

 

図 2.1.4-1 に表 2.1.3-1 および表 2.1.3-2 に示した国内外のプレート間地震の断層幅 W と断

層長さ L との関係を、国内の地震については白丸印で、海外の地震については黒丸印で示

す。図中、赤線は渡辺・他(2002)による、プレート間地震の断層幅と断層長さの経験的関

係式である。 

図より、国内外のプレート間地震では、断層長さが 300km 程度までは断層長さと断層幅

はほぼ比例関係で、断層がさらに長くなると、断層幅は 150km～200km 程度で一定となっ

ていることがわかる。これは、田島・他(2013)による、プレート間地震も内陸地殻内地震

と同様に、地震規模に応じて、断層幅が断層長さと比例する第 1 ステージ(自己相似モデル)

から断層幅が飽和する第 2 ステージへと遷移する知見とも整合している。 

 

 

図 2.1.4-1 国内外のプレート間地震の断層幅 W と断層長さ L との関係 
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図 2.1.4-2 に表 2.1.3-1 および表 2.1.3-2 に示した国内外のプレート間地震の断層面積 S と

地震モーメント M0 と関係を、国内の地震については白丸印で、海外の地震については黒

丸印で示す。図中、黒線は(2.1.4-1)式で表される Murotani et al. (2008)による断層面積 S と

地震モーメント M0 との経験式で、赤線は(2.1.4-2)式で表される、田島・他(2013)による断

層幅が飽和する第 2 ステージのプレート間地震を対象とした、断層面積 S と地震モーメン

ト M0 との経験的関係式(式 2.1.4-2)である。参考として、(2.1.4-3)式で表される、地震調査

研究推進本部(2005)によるプレートの地震の強震動予測のためのレシピで採用されている

宇津(2001)式も、青点線で示す。 

図より、地震規模が小さいときは、断層面積 S は地震モーメント M0 の 2/3 乗の勾配に比

例して大きくなり、平均的に Murotani et al. (2008)式よりは若干小さく、宇津(2001)式より

は若干大きいことがわかる。地震規模が Mw8.4 以上になると、断層面積 S は地震モーメン

ト M0 の 1/2 乗の勾配を仮定した田島・他(2013)とより整合することが分かる。  

 

2 10 2/3
0[km ] 1.48 10 ( [N m])S M                    (2.1.4-1)  

 

2 7 1/2
0[km ] 5.82 10 ( [N m])S M                    (2.1.4-2)  

 

2 11 2/3
0[km ] 8.58 10 ( [N m])S M                     (2.1.4-3)  

 



2.1.4-3 
 

 

図 2.1.4-2 国内外のプレート間地震の断層面積 S と地震モーメント M0 との関係 

 

図 2.1.4-3 に表 2.1.3-1 およびに表 2.1.3-2 示した国内外のプレート間地震の地震モーメン

ト M0 と短周期レベル A との関係を、国内の地震については白丸印で、海外の地震につい

ては黒丸印で示す。図中、黒線は(2.1.4-4)式で表される、地震調査研究推進本部(2005)によ

る強震動予測のためのレシピで採用されている壇・他(2001)の式で、黒実線は平均値で、

黒点線はその 2 倍と 1/2、灰色部分は外挿である。 

2 10 7 1/3
0[N m/ s ] 2.46 10 ( [N m] 10 )A M       (2.1.4-4) 

図より、国内外のプレート間地震の地震モーメント M0 と短周期レベル A との関係は、

平均的に壇・他(2001)の 1 倍から 2 倍の間であり、プレート間地震の地震モーメント M0

と短周期レベル A の経験的関係(佐藤，2010)と整合的であることが分かった。 
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図 2.1.4-3 国内外のプレート間地震の短周期レベル A と地震モーメント M0 との関係 
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2.2.1-1 
 

2.2 巨大地震の観測記録の収集及び解析 

2.2.1 2014 年チリ Iquique 地震等の地震動解析事例の調査 

 

 まず，近年海外で発生した M8 以上のプレート間巨大地震の震源近傍で得られた地震動

を解析した研究事例を調査した．ここでは，強震動記録が比較的豊富に得られているチリ

沖で発生した，2010 年 2 月 27 日の Maule 地震 (Mw 8.8)，2014 年 4 月 1 日の Iquique 地震 (Mw 

8.1) および 2015 年 9 月 16 日の Illapel 地震 (Mw 8.3) の 3 地震を調査対象とした．3 地震の

震央位置を図 2.2.1-1 に示す． 

 

図 2.2.1-1 調査対象の 3 地震の震央位置． 

  



 

2.2.1-2 
 

(1) 2010 年 Maule 地震 

■Boroschek et al. (2012) 

 Boroschek et al. (2012) は震源域から 700 km 以内に位置する 31 観測点で得られた強震動

記録の特徴について調査した．破壊進行方向 30-50 km 程度にある観測点では，断層走向に

直交する成分の地震動が平行する成分に比べて大きいという特徴は見られず，directivity

効果は顕著ではなかった．また，強いサイト特性を示す観測点記録があった．例えば，

Concepción 地域ではサイトの固有周期である 1.5-2.0 秒，Viña del Mar 地域では同 0.5-0.9 秒

に増幅が集中している．これは速度構造に強いインピーダンス比が存在することを示唆し

ている．一方，Talca 地域では，増幅が比較的広帯域にわたっており，深さとともに地震波

速度が緩やかに増加していると考えられる． 

 さらに，Atkinson and Boore (2003) によるプレート間地震のための線形の地震動予測式 

(GMPE) が，この地震の観測地震動を過小評価していることが分かった（図 2.2.1-2）．そ

の原因は Atkinson and Boore (2003) のマグニチュードに関するスケーリングが弱いことに

あるかもしれない．また，他の GMPE をチリ沖の他のプレート間地震に当てはめても，同

じく過小評価となった．チリ沖のプレート間地震に特有なこの過小評価が系統的なものか

どうか，すなわち，チリ沖の沈み込み境界に非常に強い固着が存在するかどうかについて

はまだ不明である．  
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図 2.2.1-2 2010 年 Maule 地震において観測された 3, 1, 0.2 秒の加速度応答（減衰定数 5%）

と最大加速度の距離減衰．実線と灰色領域は Atkinson and Boore (2003) の距離

減衰式による平均と標準偏差，点線は Zhao et al. (2006) の距離減衰式の平均を

表す．青三角は岩盤サイト，赤三角は風化した岩盤・硬質土サイト，黒三角は

軟弱地盤サイトのプロットである． 
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■Ruiz et al. (2012) 

 Ruiz et al. (2012) はハイレート GPS と強震動記録を解析し，この地震の中および高周波

数成分の放射について調べた．このうち，強震動記録を使った解析では，破壊開始点の北

側に 2 個のアスペリティを同定できた．両アスペリティはそれぞれ，波形に見られる継続

時間の短い (10-15 秒) パルスに寄与している．この付近で発生した 1985 年 Valparaíso 地

震 (Mw 7.9) と今回の地震の強震動記録を比較したところ，両者のスペクトルの特徴や継続

時間が非常に良く似ていることが分かった（図 2.2.1-3）．つまり，低周波数領域で見れば

今回の地震の規模は Mw=8.8 と大きいが，生成される強震動は一回り小さい M8 の地震と同

程度である．同様な観測事実は 2011 年東北地方太平洋沖地震 (Mw 9.1) でも報告されてい

る．  
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図 2.2.1-3 (a) 1985 年 Valparaíso 地震と (b) 2010 年 Maule 地震で観測された加速度波形の

比較．(c) 両地震の破壊伝播の模式図．星は両地震の破壊開始点，四角は 2010

年 Maule 地震のアスペリティの位置を表す．(d) 両地震の加速度応答スペクト

ル（減衰定数 5%）の比較．  
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■Skarlatoudis et al. (2015) 

 Skarlatoudis et al. (2015) は，ハイブリッド合成法 (Somerville et al., 1991; Somerville, 

1993; Graves and Pitarka, 2004, 2010) を用いて，21 観測点で得られた強震動記録に対して広

帯域 (0.25-10 Hz) 地震動シミュレーションを行い，観測とシミュレーションの goodness of 

fit (GOF) を調べた．シミュレーションでは，津波および測地データから推定された断層す

べり (Lorito et al., 2011) をベースにしたモデルを使用し，3 秒より長周期側では決定論的

手法を，3 秒より短周期側では半統計的手法で地震動を計算した． 

 j 番目観測点の周期 Ti 秒での加速度応答スペクトル振幅値の観測 Oj(Ti)と合成 Sj(Ti) 

( ) = ln ( )( )  (2.2.1-1) 

とすると，バイアスは， 

( ) = 1 ( )
,

 (2.2.1-2) 

標準偏差は， 

( ) = 1 [ ( )− ( )]
,

 (2.2.1-3) 

で表される．図 2.2.1-4 に GOF を示す．上から水平動・南北・東西成分に対応する．実線

はバイアス，薄い灰色は標準偏差，濃い灰色はバイアスの 90%信頼区間である． 

全帯域にわたるバイアスは 1.2 未満と，観測に対する再現性は高いが，周期 0.5 秒付近

では系統的な過小評価も見られる．この過小評価は 2001 年ペルーArequipa 地震 (Mw 8.4) 

および 2011 年東北地方太平洋沖地震 (Mw 9.1) のシミュレーションでも確認されており,3

秒より短周期側のシミュレーションに使われている，余震記録から作成した経験的な震源

時間関数 (Cohee et al., 1991; Somerville et al., 1991) のスペクトル形状に起因すると考えら

れる．  



 

2.2.1-7 
 

図 2.2.1-4 Skarlatoudis et al. (2015) による GOF 評価．上から水平動・南北・東西成分に対

応する．実線はバイアス，薄い灰色は標準偏差，濃い灰色はバイアスの 90%信

頼区間を表す． 
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■Frankel (2017) 

 ハイブリッド合成法および複合的な震源モデルを用いて，8 観測点で得られた強震動記

録に対して広帯域 (0.25-10 Hz) 地震動シミュレーションを行った．複合的な震源モデルは，

(1) 震源域深部に位置し，高い応力降下，高いすべり速度，約 2 秒のライズタイムを持つ

Mw 7.9-8.2 の複数のアスペリティ，(2) 大きい相関長，比較的遅いすべり速度，約 10 秒の

長いライズタイムを持つ背景領域すべりである．1 Hz より低周波数側ではモデル (1) と 

(2) の両方を用いて決定論的手法で，1 Hz より高周波数側ではモデル (1) のみを用いて統

計的手法で地震動を計算した． 

水平 2 成分の加速度応答スペクトルを用いてシミュレーション結果を評価した．i 番目

観測点での振幅値の観測を obsi，合成を predi とすると，バイアスは， 

bias = 1 (ln obs − ln pred ) (2.2.1-4) 

二乗平均平方根は， 

rms residual = 1 (ln obs − ln pred − bias)  (2.2.1-5) 

で表される．バイアス（図 2.2.1-5）から，1.0 Hz より高周波数側の振幅を説明するには 20-35 

MPa を持つアスペリティが必要であると推定された． 

図 2.2.1-5 Frankel (2017) による GOF 評価．丸はバイアス，エラーバーは二乗平均平方根

を表す． 
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(2) 2014 年 Iquique 地震 

 

■Schurr et al. (2014) 

 Schurr et al. (2014) は 0.01-0.1 Hz の強震・遠地波形および測地データを用いて震源破壊

の時空間的すべりを推定した．得られたすべり変位分布を図 2.2.1-6 に示す．彼らの結果で

は，破壊開始点のやや南側にもっとも大きいすべりが求まっており，最大すべり量はおよ

そ 4 m である． 

図 2.2.1-6 Schurr et al. (2014) による 2014 年 Iquique 地震のすべり変位分布． 
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■Duputel et al. (2015) 

 Duputel et al. (2015) は強震波形 (0.01-0.2 Hz)・津波波形・測地データを用いて震源破壊

の時空間的すべりを推定した．得られたすべり変位分布を図 2.2.1-7 に示す．彼らのすべり

分布のパターンは Schurr et al. (2014) と類似しているが，最大すべり量は 10 m 以上にも及

ぶ．解放された地震モーメントは 1.6×1021 Nm (Mw 8.1) である． 

図 2.2.1-7 Duputel et al. (2015) による 2014 年 Iquique 地震のすべり変位分布． 
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■Liu et al. (2015) 

Liu et al. (2015) は強震 (0.01-0.25 Hz)・遠地 (0.002-0.5 Hz) 波形および測地データを用

いて震源破壊の時空間的すべりを推定した．得られたすべり変位分布を図 2.2.1-8 に示す．

彼らの結果では，破壊開始点のやや南側にもっとも大きいすべりが求まっているほか，海

溝軸付近にもすべりの一部が及んでいることが示唆された．最大すべり量は 6.6 m，断層

全体の平均すべり量は 2.0 m，解放された地震モーメントは 1.72×1021 Nm (Mw 8.1) である． 

図 2.2.1-8 Liu et al. (2015) による 2014 年 Iquique 地震のすべり変位分布． 
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■Meng et al. (2015) 

 Meng et al. (2015) は 1-10 Hz の強震波形の S 波エネルギーエンベロープを用いて，顕著

なフェーズを一つ特定した．彼らはこのフェーズを作っている強震動生成点 (SMGP) の位

置（西経 70.4°，南緯 19.8°付近）および時刻（破壊開始から約 30 秒後）をグリッドサーチ

により決定した（図 2.2.1-9）．また，彼らは，強震動に寄与するような高周波破壊は，海

溝に沿った方向での重力異常 (trench-parallel gravity anomaly) が局所的に高い場所で起き

ていると指摘した． 

図 2.2.1-9 （左）Meng et al. (2015) によって決定された強震動生成点の位置（青色星）．

黄色星は破壊開始点を表す．（右）1-10 Hz の速度波形 EW 成分のエネルギーエ

ンベロープ．  
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■Suzuki et al. (2016) 

Suzuki et al. (2016) は 0.02-0.125 Hz の強震波形を用いて震源破壊の時空間的すべりを推

定した．結果のすべり変位分布を図 2.2.1-10 に示す．彼らの結果でも，Schurr et al. (2014), 

Duputel et al. (2015), Liu et al. (2015) と同様，破壊開始点の南側にもっとも大きいすべりが

求まっている (Area 1)．このほか，破壊開始点南側の深部 (Area 2) および破壊開始点付近 

(Area 3) にもやや大きなすべりが見られる．得られた最大すべり量は 9.7 m，地震モーメン

トは 2.43×1021 Nm (Mw 8.2) である．さらに，彼らは強震波形の高周波数成分 (5-10 Hz) を

用いたバックプロジェクション解析も行っている．その結果，高周波の破壊は低周波と異

なり，断層深部 (Area 2) へ進展していくことが分かった（図 2.2.1-11）．これは，この地震

における地震波放射の顕著な深さ依存性を示している． 

図 2.2.1-10 Suzuki et al. (2016) による 2014 年 Iquique 地震のすべり変位分布． 

図 2.2.1-11 Suzuki et al. (2016) による，高周波放射が最大となる破壊開始から 30-35 秒で

の地震波放射の比較．色は高周波数成分，黒コンターは低周波数成分（震源イ

ンバージョン）の結果を表す．  
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(3) 2015 年 Illapel 地震 

 

■Melgar et al. (2016) 

Melgar et al. (2016) は強震波形 (0.02-0.5 Hz)・津波波形・測地データを用いて震源破壊

の時空間的すべりを推定し，破壊開始点の北側において 2 個の大すべり域が求まった（図

2.2.1-12）．両大すべり域はともに約 10 m の最大すべり量を持ち，片方は深さ 15 km，もう

片方は深さ 30 km 付近に位置する．また，バックプロジェクション解析を用いて両大すべ

り域を詳細に調べたところ，両者は分離しており，それぞれの性質も大きく異なることが

分かった．浅いほうのすべりは高周波放射がほとんどなく，大きな津波を生成する．一方，

深いほうのすべりは高周波エネルギーを多く含み，大きな強震動をもたらす． 

図 2.2.1-12 Melgar et al. (2016) による 2015 年 Illapel 地震のすべり変位分布．波形は破壊

開始時刻から 200 秒間の加速度波形 NS 成分である．  
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■Tilmann et al. (2016) 

 Tilmann et al. (2016) は強震 (0.01-0.05 Hz)・遠地 (0.01-0.1 Hz) 波形および測地データを

用いて震源破壊の時空間的すべりを推定した．結果のすべり変位分布を図 2.2.1-13 に示す．

破壊開始点北側の浅部にもっとも大きいすべりが求まっており，そのすべり量は 4.8 m で

ある． 

図 2.2.1-13 Tilmann et al. (2016) による 2015 年 Illapel 地震のすべり変位分布． 
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2.2.2 2014 年チリ Iquique 地震等の地震観測記録の収集及び波形処理 

 

(1) 2014年Iquique地震における観測記録の収集及び波形処理 

 2014年Iquique地震の際に、図2.2.2-1に示す強震観測点で観測記録が得られている。図に

本震の震央位置もプロットしている。これらの観測記録をチリ大学のウェブサイト

（http://evtdb.csn.uchile.cl/）より収集して、加速度波形を積分することによって速度波形に

変換した。また、加速度波形を用いて、フーリエスペクトル、速度応答スペクトルを計算

した。波形処理により得られた加速度波形、速度波形、速度応答スペクトル及びフーリエ

スペクトルを図 2.2.2-2～図 2.2.2-26に示す。 
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図 2.2.2-1 2014年Iquique地震の震央位置と観測記録の得られている観測点分布 
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図 2.2.2-2 観測点 AP01 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル 
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図 2.2.2-3 観測点 GO01 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル 
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図 2.2.2-4 観測点 HMBCX における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-5 観測点 MNMCX における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-6 観測点 PB01 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-7 観測点 PB02 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-8 観測点 PB03 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-9 観測点 PB04 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-10 観測点 PB07 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-11 観測点 PB08 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-12 観測点 PB09 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-13 観測点 PB11 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-14 観測点 PB12 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-15 観測点 PB15 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-16 観測点 PB16 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-17 観測点 PSGCX における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-18 観測点 T03A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-19 観測点 T05A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-20 観測点 T06A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-21 観測点 T07A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-22 観測点 T08A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-23 観測点 T09A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-24 観測点 T10A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-25 観測点 T13A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-26 観測点 TA01 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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 (2) 2015年Illapel地震における観測記録 

 2015年Illapel地震の際に、図 2.2.2-27に示す強震観測点で観測記録が得られている。同図

には本震の震央位置もプロットしている。これらの観測点で得られた観測記録をチリ大学

のウェブサイト（http://evtdb.csn.uchile.cl/）より収集して、加速度波形を積分することによ

って速度波形に変換した。また、加速度波形を用いて、フーリエスペクトル、速度応答ス

ペクトルを計算した。波形処理により得られた加速度波形、速度波形、速度応答スペクト

ル及びフーリエスペクトルを図 2.2.2-28～図 2.2.2-71に示す。 
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図 2.2.2-27 2015年Illapel地震の震央位置と観測記録の得られている観測点分布 
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図 2.2.2-28 観測点 C20O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-29 観測点 V22A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-30 観測点 M09L における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-31 観測点 CO06 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-32 観測点 VA06 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-33 観測点 GO04 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-34 観測点 LMEL における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-35 観測点 ROC1 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-36 観測点 AC04 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-37 観測点 CO03 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-38 観測点 MT01 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-39 観測点 MT05 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  



 

2.2.2-42 
 

 

図 2.2.2-40 観測点 MT09 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-41 観測点 VA01 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-42 観測点 VA03 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-43 観測点 VA05 における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-44 観測点 M11L における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-45 観測点 M03L における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-46 観測点 M02L における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-47 観測点 R22M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-48 観測点 R20M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-49 観測点 R02M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-50 観測点 C27O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-51 観測点 R14M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-52 観測点 C28O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-53 観測点 R19M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-54 観測点 C09O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-55 観測点 C22O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-56 観測点 R05M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-57 観測点 R18M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-58 観測点 V01A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-59 観測点 C33O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-60 観測点 R21M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-61 観測点 C01O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-62 観測点 C19O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-63 観測点 C18O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-64 観測点 R13M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-65 観測点 C14O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-66 観測点 C10O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-67 観測点 V09A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-68 観測点 C26O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-69 観測点 V02A における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-70 観測点 C11O における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-71 観測点 R12M における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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(3) 2010年Maule地震における観測記録 

 2010年Maule地震の際に、図 2.2.2-72に示す強震観測点で観測記録が得られている。同図

には本震の震央位置もプロットしている。これらの観測点で得られた観測記録をチリ大学

のウェブサイト（http://terremotos.ing.uchile.cl/）より収集して、加速度波形を積分すること

によって速度波形に変換した。また、加速度波形を用いて、フーリエスペクトル、速度応

答スペクトルを計算した。波形処理により得られた加速度波形、速度波形、速度応答スペ

クトル及びフーリエスペクトルを図 2.2.2-73～図 2.2.2-93に示す。 
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図 2.2.2-72 2010年Maule地震の震央位置と観測記録の得られている観測点分布 
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図 2.2.2-73 観測点 Angol における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-74 観測点 Concepcion における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-75 観測点 Constitucion における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-76 観測点 Copiapo における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-77 観測点 Curico における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  



 

2.2.2-81 
 

 

図 2.2.2-78 観測点 Hualane における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-79 観測点 Llolleo における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-80 観測点 Matanzas における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-81 観測点 Papudo における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-82 観測点 Stgocentro における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-83 観測点 Stgolaflorida における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル 
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図 2.2.2-84 観測点 Stgomaipu における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-85 観測点 Stgopenalolen における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル 
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図 2.2.2-86 観測点 Stgopuentealto における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-87 観測点 Talca における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-88 観測点 Valdivia における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-89 観測点 Vallenar における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  



 

2.2.2-93 
 

 
図 2.2.2-90 観測点 Valparaisoalmendral における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペ

クトル  
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図 2.2.2-91 観測点 Valparaisoutfsm における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクト

ル
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図 2.2.2-92 観測点 Vinacentro における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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図 2.2.2-93 観測点 Vinaelsalto における加速度、速度波形とフーリエ・速度応答スペクトル  
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2.2.3 2014 年チリ Iquique 地震の長周期インバージョン解析 

 

(1) はじめに 

2014 年チリ Iquique 地震は，2014 年 4 月 1 日 23 時 46 分（世界標準時）に，チリ北部沿

岸部 Iquique 市の北西約 90 km の沖合の，南米プレートとそれに沈み込む Nazca プレート

の境界で発生したプレート間地震である．Harvard 大学の GCMT (Global Centroid Moment 

Tensor) 解による Mwは 8.1 である．地震の規模のわりに犠牲者が 6 名と少なかったものの，

2500 棟以上の建物に強震動によると考えられる深刻な被害が出た (CNN.co.jp, 2014)． 

この地震の特徴として，震源域に比較的近い地域において比較的密な地震観測ネットワ

ークが展開されており，それによって多数の良質な強震動記録が得られている点が挙げら

れる．これらの観測記録を用いて震源の破壊過程を推定することは，この地震の強震動生

成メカニズム，ひいては沈み込み境界型巨大地震の震源特性の検討に大いに資する． 

ここではまず，観測記録の長周期成分を用いて，マルチタイムウィンドウ・線形波形イ

ンバージョン (Hartzell and Heaton, 1983) により，この地震の震源破壊の時空間的すべりモ

デルを求めた．同様な手法による震源インバージョンは 2.2.1 で述べたように，Suzuki et al. 

(2016) などによって実施されているが，本研究では実際のプレート境界の三次元形状によ

り即した震源断層面を設定したうえで，より高精度化されたグリーン関数を用いて解析を

行った． 

 

(2) 断層モデル化の方法 

解析にあたり，アメリカ地質調査所 (USGS) による本震発生後 24 時間以内の余震分布

を参考に，strike 方向に 170 km，dip 方向に 140 km の断層面を設定した（図 2.2.3-1a）．こ

の断層面を 10×10 km2 の小断層に分割し空間的な離散化を行った．各小断層は，Hayes et al. 

(2012) の三次元構造モデル（Slab1.0；図 2.2.3-1a）をもとにプレート境界面に沿うように

配置され，その深さは最浅部で約 16 km，最深部で約 62 km である（図 2.2.3-1b）．なお，

この地域の地震発生帯 (seismogenic zone) の上限は深さ 10-15 km 程度，下限は海洋性地

殻・大陸性モホ面の交差部の深さ 50 km 付近とされるが  (e.g., Oleskevich et al., 1999; 

Masson et al., 2000; Yuan et al., 2000)，設定した断層面の上端および下端の地震発生帯との

対応に関しては，今後の検討課題とする．グリーン関数を計算する際の strike および dip

角は，断層面設定と同様にプレート境界面の三次元形状を考慮し，小断層ごとに異なるも
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のを与えた．strike 角は 334-350°の間（図 2.2.3-1c），dip 角は深さが増すにつれて急激にな

り，最浅部の小断層で約 12°，最深部の小断層で約 24°である（図 2.2.3-1d）．破壊開始点（図

2.2.3-1 中の黄色星）の経度・緯度は USGS と同様，西経 70.769°，南緯 19.610°とした．解

析では，破壊フロントが破壊開始点から同一の破壊伝播速度で断層面上を広がると仮定し，

各小断層においては，破壊フロントが到達する時刻から 2.5 秒間隔にパルス幅 5 秒の

smoothed ramp 関数を 7 個並べることですべり時間関数を表現した．各小断層のすべり角は

非負条件 (Lawson and Hanson, 1974) を用いて，90° ±45°の範囲内に拘束した．また，時空

間的に隣り合うすべりを平滑化する拘束条件 (e.g., Sekiguchi et al., 2000) も付加した．破

壊伝播速度および時空間的平滑化の強さは赤池ベイズ情報量基準 (ABIC; Akaike, 1980) を

参考に決定した． 

 

(3) インバージョンの波形データ 

Centro Sismológico Nacional, Universidad de Chile （チリ大学地震観測センター； 

http://evtdb.csn.uchile.cl/）より，破壊開始点から約 300 km 以内にある 17 観測点（図 2.2.3-1a

中の三角）51 成分の加速度波形を入手した．これらを一回積分して速度波形に直し，

0.03-0.20 Hz のバンドパスフィルターを施し，1 Hz にリサンプリングしたものを解析に使

用した．使用データの時間長は，震源域から遠方の観測点 PB03, PB04, PB07 および PB09

で P 波到達時刻から 110 秒間，それ以外の観測点で同 100 秒間である．図 2.2.3-2 に，17

観測点における生波形と解析に使用した波形を示す． 

 

(4) グリーン関数およびその高精度化 

 震源インバージョンをより精度良く行うには，地下構造を適切に反映した速度構造モデ

ルに基づいて計算されるグリーン関数の使用が望ましい．そこで，本震の震源域で起きた

中規模地震の観測波形の時刻歴に対するシミュレーションを行い，震源インバージョンに

使用する一次元水平成層構造モデルを調整した． 

 初期モデルは Husen et al. (1999) による，16 層からなる一次元 P 波・S 波速度構造モデ

ル（表 2.2.3-1）である．密度  (g cm⁄ ) および Q 値は Brocher (2008) の変換式 

= 1.6612 − 0.4721 + 0.0671 − 0.0043 + 0.000106  

= −16 + 104.13 − 25.225 + 8.2184 ,     = 2  

を用いて与えた．なお，このモデルには S 波速度の遅い（約 2 km/s 以下）堆積層は含まれ
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ていない．このモデルに代表されるように，本研究の対象領域であるチリ北部では，堆積

層が全体的に薄く，震源インバージョンが対象とする 0.20 Hz 以下（周期 5 秒以上）の帯

域の波形への堆積層の影響は非常に限定的であると考えられる． 

 構造モデルの調整に用いた中規模地震は，2014 年 3 月 23 日 18 時 20 分（世界標準時）

に本震の破壊開始点付近で発生した Mw 6.2 (GCMT) の地震（図 2.2.3-1a 中の緑色星）であ

る．表 2.2.3-2 にこの地震の諸元を示す．チリ大学地震観測センターより入手した 7 観測点

（図 2.2.3-1a 中の赤三角）の加速度波形を速度波形（0.05-0.20 Hz；4 Hz リサンプリング）

に変換し，P 波到達時刻 5 秒前から 45 秒間切り出したものをデータとした．Pitarka et al. 

(2004) のフィッティング指標 f： 

= 2 ∫ ( ) ( )
∫ ( ) + ∫ ( )  

をもとに，上部地殻に相当する浅部 6 層（表 2.2.3-1 中の灰色部分）の層厚を保持したまま，

各層の S 波速度を未知パラメータとして 1.99-3.74 km/s の間で 0.05 km/s 刻みでグリッドサ

ーチにより調整した．ただし，上式での ( ) , ( ) はそれぞれ，観測波形と理論波形の

時刻歴を表す．S 波速度に対する P 波速度は初期モデルの VP/VS 比を，密度および Q 値は

初期モデルと同様に Brocher (2008) を用いて自動的に算出した．理論波形の計算は

smoothed ramp 型のすべり時間関数を持つダブルカップル点震源を仮定し，離散化波数法 

(Bouchon, 1981) と反射・透過係数行列法 (Kennett and Kerry, 1979) で計算した． 

 構造調整の結果を図 2.2.3-3 に，各観測点の観測と理論波形の比較を図 2.2.3-4 に示す．

図 2.2.3-3 から，第 1 層（T09A のみ第 1 層と第 2 層）は S 波速度の遅いほうに，逆にそれ

以外の深部の層は S 波速度の速いほうに調整されるという，全観測点に共通する傾向が読

みとれる．また，図 2.2.3-4 から，調整後のモデルによる理論波形は調整前のものに比べて，

観測波形に対する再現性が向上している．震源インバージョンのグリーン関数の計算にお

いて，この 7 観測点は調整後のモデルを，残り 10 観測点（図 2.2.3-1a 中の黒三角）は初期

モデルを使用した． 

 

(5) 震源インバージョンの結果 

図 2.2.3-5 の ABIC をもとに，図 2.2.3-6a に示すすべり変位分布を最適解として採用した．

なお，ABIC が最小となる平滑化の強さが一意的に決まらなかったため，ここでは ABIC

の減少が緩やかになるところを最適と見なした（図 2.2.3-5a）．この最適解による破壊フロ
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ントの破壊伝播速度は 3.0 km/s である（図 2.2.3-5b）．また，解放された地震モーメントは

1.7×1021 Nm (Mw 8.1) であり，これは GCMT 解 (1.9×1021 Nm) や既往研究（例えば Suzuki 

et al. (2016) は 2.4×1021 Nm）と同程度の値である．最大すべり変位は 3.6 m で，破壊開始

点の南側に求められた (図 2.2.3-6)． 

図 2.2.3-7 に示す各小断層のすべり時間関数に基づき，すべり破壊の時空間発展の 6 秒ご

とのスナップショットを図 2.2.3-8 に描く．24-30 秒のスナップショットから，主要なすべ

り破壊が南側へ，浅い側と深い側に分かれて進展する様子が見てとれる．浅い側へ進展し

たすべり破壊はその後再び深い方向へ転向し（30-42 秒），最大すべり変位を作り出してい

る．30-42 秒に見られるような断層傾斜方向を伝播するすべり破壊は，この地震の大きな

特徴の一つである． 

 表 2.2.3-3 にインバージョン結果から抽出された断層パラメータをまとめる．なお，表に

は，Murotani et al. (2008) に倣って平均すべり変位の 1.5 倍以上の小断層を大すべり域と定

義した場合と，Somerville et al. (1999) の規範に従って矩形の大すべり域を抽出した場合の

両方を示している．それぞれの場合での大すべり域を図 2.2.3-9 に示す．両者によって抽出

された大すべり域の面積はほぼ同程度であった．断層全体の平均静的応力降下量は 1.5 

MPa であるが，これは Murotani et al. (2008) がまとめた沈み込み境界型地震の平均的な値 

(1.4 MPa) と整合的である．図 2.2.3-10 に，断層面積および Murotani et al. (2008) で定義し

た場合の大すべり域面積・平均すべり変位の地震モーメントとの関係を示すが，いずれの

パラメータの値も Murotani et al. (2013) や Skarlatoudis et al. (2016) による経験的スケーリ

ング則と整合的である．また，図 2.2.3-6a のすべり変位分布から分かるように，比較的大

きなすべり破壊は浅部では海溝軸付近，一方，深部ではこの地域の地震発生帯の下限であ

る深さ 50 km 付近 (e.g., Oleskevich et al., 1999; Masson et al., 2000; Yuan et al., 2000) に達し

ている．このことから，この地震は 2-stage scaling model（田島・他，2013）の 2 段階目の

地震であると考えられる．田島・他 (2013) は 2 段階目における断層幅の飽和値を 180-200 

km 程度としているが，本研究で設定した断層面（幅 140 km）および得られたすべり変位

分布の結果から，断層幅がより小さい値で飽和している可能性が示唆される． 

 

(6) 考察 

まず，本研究と同じく強震動記録の長周期成分を用いて解析を行った Suzuki et al. (2016) 

の結果（図 2.2.3-6b）と比較する．Suzuki et al. (2016) では，破壊開始点南側において断層
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面深部のすべり変位（約 3 m）が浅部（8 m 以上）の 1/3 程度にとどまっていたのに対して，

本研究では 1/1.25-1/1.5 程度と深部のすべり（2.0-2.5 m 程度）が浅部（約 3 m）に対してよ

り明瞭になっている．本研究の解析が対象とする周波数上限は 0.20 Hz で，Suzuki et al. 

(2016) の 0.125 Hz に比べて高い．より高周波数の波形データを解析に含めることが深部の

すべりの明瞭化につながっていると言える．これを裏付けるように，すべり時間関数（図

2.2.3-7）に着目すると，明瞭になった深部の小断層における，すべり速度のピークを作り

出している主要パルスの時間幅が浅部に比べて短い傾向にある．つまり，深部のすべりが

高周波数の地震動をより強く生成していると考えられる．Lay et al. (2012) などによれば，

M8 クラス以上の沈み込み境界型巨大地震の多くに，放射される地震波の周波数の深さ依

存性が認められ，断層面深部は浅部に比べて高周波数の地震動がより大きなレベルで生成

される．この地震においても，同様な深さ依存性が存在する． 

 次に，Somerville et al. (1999) の手順に従って抽出した 3 個の大すべり域（図 2.2.3-9 中

の太い四角）の，インバージョン波形 (0.03-0.20 Hz) への寄与を調べた（図 2.2.3-11）．破

壊開始点南側の深部と浅部にある大すべり域をそれぞれ A1, A2 とし，北側の海溝軸付近に

位置する大すべり域を A3 とする．A1 は，震源域に比較的近い観測点（例えば T07A）で

の波形の最初の部分に見られる，やや短周期のフェーズを説明している．このフェーズは

加速度波形の最も大きい振幅を持つ部分（図 2.2.3-12）に対応している．また，A1 の中心

位置を Meng et al. (2015) が 1-10 Hz の強震動記録を用いて推定した強震動生成点（SMGP；

図 2.2.3-11 地図中の灰色星）と比較したところ，strike 方向では両者の位置にずれが見られ

るものの，dip 方向では良く一致している．A2 はほとんどの観測点に見られる，少し遅れ

て到達する継続時間の長いフェーズを説明している．このやや遅れて到達するフェーズは

パルス幅の長いすべり時間関数を持つ小断層から生成されており（図 2.2.3-7），加速度波

形の大きな振幅への寄与は相対的に小さい（図 2.2.3-12）．一方，A3 の波形への寄与は A1

および A2 に比べると全体的にやや小さい．この地震の場合，解析に使用可能な観測点が

破壊開始点の南側に集中し，破壊開始点北側の特に海溝軸寄りで解の分解能が低い (Liu et 

al., 2015)．したがって，A3 は解析上の見かけのすべりである可能性があることに留意した

い． 

 

(7) 長周期地震動のための特性化震源モデル 

ここでは，震源インバージョン結果に基づいて特性化震源モデルを構築し，本項が対象
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とする長周期 (0.03-0.20 Hz) 地震動の再現を試みた．なお，波形計算の手法と速度構造モ

デルはインバージョンの際と同じである． 

特性化震源モデルの地震モーメントはインバージョン結果と同じにした．断層面の位置

および形状もインバージョンと同じであるが，剛性率はインバージョンと異なり，深さに

寄らずに一様とした．断層面は，背景領域と (6) で抽出した 3 個の大すべり域から構成さ

れるとし，それらの断層パラメータを表 2.2.3-4 にまとめる．なお，各小断層のパラメータ

抽出にあたり，ライズタイムは付録に示す方法を用いて，破壊伝播速度は，隣接する小断

層の破壊開始時刻の差分を取ること（宮腰・他, 2017）でそれぞれ算出した．また，各小

断層のすべり時間関数の形は，smoothed ramp 型とした．表 2.2.3-4 から，(6) で議論した

ように，深部の大すべり域 A1 の平均ライズタイムは浅部の A2 と A3 に比べて確かに短く

なっている． 

この特性化震源モデルによる速度波形（図 2.2.3-13 中の各観測点の上から 3 段目の灰色

線）をインバージョン結果による理論波形（図 2.2.3-13 の上から 2 段目の赤色線）と比較

する．図 2.2.3-11 で見たように，大すべり域 A1 の波形への寄与が相対的に大きかった観

測点 (PB08~PB01) では，特性化震源モデルによる波形の位相や振幅に対する再現性が比

較的良好であった．しかしながら，その他の観測点では，再現性がまだ不十分であること

が分かった． 

そこで，再現性の改善につながる断層パラメータの複雑性または不均質性を調査すべく，

各小断層の (a) 破壊伝播速度・破壊開始時刻 (b) すべり時間関数の形状・ライズタイム (c) 

すべり角 (d) 剛性率・すべり変位の 4 種類のパラメータをそれぞれ，特性化震源モデルの

設定からインバージョン結果そのものへ戻し（図 2.2.3-14），再度波形を計算した．図

2.2.3-13 の上から 4-7 段目にこれら 4 種類の理論波形を示す．図 2.2.3-15 に，インバージョ

ン理論波形に対する各パラメータの複雑さ・不均質を加えた理論波形の速度応答スペクト

ル（減衰定数 5%；3 成分合成値）の比の，全観測点の平均を示す．4 種類の理論波形のう

ち，破壊伝播速度・破壊開始時刻の複雑さを加えたものが，付与しない特性化震源モデル

による波形再現性が不十分だった観測点の主要フェーズの走時や振幅をもっとも良く説

明できた．すべり時間関数の形状・ライズタイムの複雑さを付加しても波形の再現性はや

や改善されるものの，短周期側になるに従ってインバージョン理論波形のスペクトル振幅

をかなり過大評価してしまっている（図 2.2.3-15 中の青色線）．一方，すべり角および剛性

率・すべり変位の不均質を加えた場合，特性化震源モデルそのものによる理論波形やスペ



 

2.2.3-7 
 

クトルとの差異は全体的に小さかった．以上のことから，破壊伝播速度・破壊開始時刻の

複雑さ，言い換えれば破壊伝播様式の複雑さが地震動を再現するのに重要な影響を及ぼす

パラメータであると考えられる．このような破壊伝播様式の複雑性または不均質性の重要

性は 2003 年十勝沖地震 (Mw 8.3) に対する検討でも指摘されており （渡辺・他, 2008；Iwaki 

et al., 2016），地震動評価においてそれを適切に特性化することが望まれる． 

 

(8) 破壊伝播様式の特性化 

(7) において，破壊伝播様式の複雑性の重要性を指摘してきた．ここでは，この地震に

おける破壊伝播様式の複雑性の抽出を試みた． 

図 2.2.3-16 に，付録に示す方法で震源インバージョン結果より抽出した破壊到達時刻を

示す．(7) で述べたように，大すべり域 A1 の波形への寄与が相対的に大きかった観測点で

は，特性化震源モデルによる波形再現性が比較的良好であった．これは，A1 内におけるイ

ンバージョン結果の破壊伝播方向（図 2.2.3-16 中の赤色コンター）が特性化震源モデル（図

2.2.3-16 中の緑色コンター）とほぼ同じであることに起因する．一方，大すべり域 A2 の場

合，インバージョンから求められた主たる破壊伝播方向は海岸線にほぼ垂直な（西→東）

方向である（図 2.2.3-8 の 24-42 秒；図 2.2.3-16 中の桃色矢印）のに対して，特性化震源モ

デルにおけるすべり破壊は海岸線にほぼ平行に（北→南）伝播しており，両者は大きく食

い違っている．特性化震源モデルの波形再現性が良くなかった観測点（PB08~PB01 以外）

では A2 の寄与が大きかったが（図 2.2.3-11, 2.2.3-14），A2 付近で見られる陸域に向かう，

断層傾斜方向の破壊伝播およびそれによる directivity 効果が適切にモデル化されなかった

ことが特性化震源モデルの波形再現性の悪さに直接関係していると考えられる． 

 そこで，上述した大すべり域 A2 の破壊伝播方向の食い違いを解消すべく試行錯誤した

結果，図 2.2.3-17 のように，破壊開始点より背景領域を同心円状に進んだすべり破壊が海

溝軸寄りの一番北側に位置する小断層（図 2.2.3-17 中の青色星）に到達した時刻（破壊開

始から 22.3 秒後）から，A2 のすべり破壊を同小断層より開始させるように，特性化震源

モデルの破壊伝播様式を変更した．なお，大すべり域 A1 の破壊伝播様式に関しては，上

述のように特性化震源モデルの波形再現性が良好であったため，特性化震源モデルと同じ

にした．このモデルを改良特性化震源モデルとして，その理論波形を図 2.2.3-18 に示す．

計算結果から，特性化震源モデルによる再現（図 2.2.3-18 の上から 3 段目の灰色線）が困

難であった，波形の後半部分に見られる A2 寄与の大振幅（例えば T09A の 40-60 秒，GO01
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の 50-70 秒，PB03 の 60-80 秒など）が，改良特性化震源モデル（図 2.2.3-18 の上から 4 段

目の桃色線）によって説明可能であることを確認した．また，図 2.2.3-19 に，改良特性化

震源モデルの理論波形による速度応答スペクトル（減衰定数 5%；3 成分合成値）を示す．

スペクトル比の全観測点の平均（図 2.2.3-19 の一番右下の図）を見ると，インバージョン

理論波形のスペクトル振幅に対する説明性は，特性化震源モデルに破壊伝播様式の複雑さ

を付与した場合（図 2.2.3-15 中の緑色線）にはやや及ばないものの，破壊伝播様式の複雑

さ付与しない場合（図 2.2.3-15 中の灰色線）に周期 10-11 秒で見られた過小評価が大きく

改善されているのが分かる． 

 

(9) まとめ 

本項では，強震動記録の長周期成分 (0.03-0.20 Hz) を用いた波形インバージョンにより，

2014 年チリ Iquique 地震の震源破壊の時空間的すべりを推定した．さらに，推定結果に基

づく長周期地震動のための特性化震源モデルを構築し，波形の再現性について検討した．

これらの解析によって得られた知見を以下にまとめる． 

1. インバージョン結果から抽出されたこの地震の巨視的断層パラメータの値は，既往の

経験的スケーリング則と整合的である． 

2. この地震は，2-stage scaling model の 2 段階目の地震であると考えられる． 

3. この地震に放射地震波の周波数の深さ依存性が認められ，断層面深部の大すべり域は

浅部に比べて高周波数の地震動がより大きなレベルで生成されている． 

4. 長周期地震動のための特性化震源モデルにおいて，破壊伝播様式の複雑さが地震動に

重要な影響を及ぼすパラメータである． 

5. 海溝軸付近から陸域へ向かう，断層傾斜方向の破壊伝播およびそれに伴う大すべり域

の directivity 効果がこの地震の破壊伝播様式の特徴であり，長周期地震動の再現にとっ

て，とりわけ振幅の過小評価を防ぐために重要である． 
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(a) 

(b)                  (c)                  (d) 

図2.2.3-1 (a) 2014年Iquique地震の震源インバージョンで設定した断層面，および各小断層

の (b) 深さ (c) strike角 (d) dip角．黄色星は本震の破壊開始点である．(a) 中の

コンターはHayes et al. (2012) によるプレート境界の深さ (km) を表し，緑色星

は構造モデルの調整に使用した地震の震央，プロットは本震発生後24時間以内

の余震の震央であり，黒三角は震源インバージョンの観測点，そのうち赤三角

は構造調整を行った観測点である．なお，(b) のstrike角は断層全体の平均角度 

(347°) からのずれを図示している．  



 

2.2.3-10 
 

図2.2.3-2 2014年 Iquique地震の加速度波形（上段）と震源インバージョンに使用した

0.03-0.20 Hzの速度波形（下段）．各波形の右の数字は最大振幅を表し，加速度

波形の単位はcm/s/s，速度波形の単位はcm/sである．時刻の0秒は破壊開始時刻で

ある．  
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図2.2.3-2 （続き）  
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表2.2.3-1 構造モデルの調整で使用する初期モデル． 

 

表2.2.3-2 構造モデルの調整で使用する地震の諸元． 
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図2.2.3-3 構造モデルの調整結果．青色は初期モデルの，赤色は調整後の一次元S波速度構

造モデルを表す．  
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図2.2.3-4 構造モデルの調整を行った観測点での，2014年3月20日の地震 (Mw 6.2) の速度波

形 (0.05-0.20 Hz) の比較．黒色は観測波形，赤色は調整後モデルによる理論波形，

青色は初期モデルによる理論波形である．各波形の右の数字は最大振幅を表し，

単位はcm/sである．  
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(a)                             (b) 

図2.2.3-5 最適解決定における (a) 時空間的平滑化の強さおよび (b) 破壊フロントの破壊

伝播速度のABICとの関係．黒丸は最適解を表す．  
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(a)                                          (b) 

図2.2.3-6 (a) 本研究で推定されたすべり変位の分布．黄色星は破壊開始点，三角はインバ

ージョンに使用した観測点，青コンターはHayes et al. (2012) によるプレート境

界の深さ (km) を表す．(b) Suzuki et al. (2016) によるすべり変位分布． 



 

2.2.3-17 
 

図2.2.3-7 最大すべり速度の分布と各小断層でのすべり時間関数．赤色星は破壊開始点を表

す．   



 

2.2.3-18 
 

図2.2.3-8 破壊伝播の6秒ごとのスナップショット（すべり変位の増分）． 
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表2.2.3-3 インバージョン結果から抽出された断層パラメータ 

   

Murotani et al.
(2008)

Somerville et al.
(1999)

(1) 地震モーメント

(2) 断層長さ

(3) 断層幅

(4) 断層面積

(5) 断層全体の平均すべり変位

(6) 断層全体の最大すべり変位

(7) 断層全体の平均静的応力降下量
1

(8) 大すべり域の面積 4,000 km2 4,700 km2

(8)÷(4) 0.17 0.20

(9) 大すべり域の平均すべり変位 2.67 m 2.33 m

(9)÷(5) 1.91 1.66

(10) 大すべり域の平均静的応力降下量
1 5.3 MPa 3.2 MPa

*1. Okada (1992) で計算

1.65×1021 Nm

170 km

140 km

23,800 km2

1.40 m

3.58 m

1.5 MPa
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図2.2.3-9 すべり変位分布と大すべり域．網掛け部はMurotani et al. (2008) を，太い四角 

(A1-A3) はSomerville et al. (1999) を用いて抽出した大すべり域を表す． 



 

2.2.3-21 
 

図2.2.3-10 （上）断層面積（中）大すべり域面積（下）平均すべり変位の，地震モーメン

トとの関係．プロットはインバージョンによって得られた値を表す．青実線は

Murotani et al. (2013) によるスケーリング則で，青破線はその±1 である．緑実

線はSkarlatoudis et al. (2016) によるスケーリング則で，緑破線はその±1 である． 
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図2.2.3-11 抽出した大すべり域 (A1-A3) による速度波形 (0.03-0.20 Hz) への寄与．黒は観

測波形，赤は断層全体のすべりによる理論波形，橙・緑・青はそれぞれ大すべ

り域A1, A2, A3による理論波形である．波形の右の数字は最大振幅を表し，単位

はcm/sである．地図中の黄色星は破壊開始点，灰色星はMeng et al. (2015) による

強震動生成点を表す．  
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図2.2.3-11 （続き）  
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図2.2.3-12 観測点T07Aの波形比較．最上段は加速度波形，その他は速度波形 (0.03-0.20 Hz) 

である．  
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表2.2.3-4 長周期地震動のための特性化震源モデルの断層パラメータ 

なお，平均ライズタイムは，各小断層のすべり変位を重みとした加重平均で算出した． 

A1 A2 A3 背景領域

剛性率 (N/m2)

面積 (km2) 30×50 40×50 40×30 19100

平均すべり変位 (m) 2.20 2.43 2.34 1.05

平均すべり角 (°) 84 99 86 87

平均ライズタイム (s) 8.1 9.7 10.7 9.3

平均破壊伝播速度 (km/s) / そのV S 比 (%) 2.61/63 2.67/65 3.11/75 2.53/61

5.33×1010
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図2.2.3-13 特性化震源モデルの速度波形 (0.03-0.20 Hz)．1段目（黒）は観測波形，2段目（赤）

はインバージョン結果による理論波形，3段目（灰）は特性化震源モデルによる

理論波形，4段目（緑）は3段目に破壊伝播速度・破壊開始時刻の複雑さを加え

た場合の理論波形，5段目（青）は3段目にすべり時間関数の形状・ライズタイ

ムの複雑さを加えた場合の理論波形，6段目（橙）は3段目にすべり角の不均質

を加えた場合の理論波形，7段目（紫）は3段目に剛性率・すべり変位の不均質

を加えた場合の理論波形である．波形の右の数字は最大振幅を表し，単位はcm/s

である．  
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図2.2.3-13 （続き）  
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図2.2.3-13 （続き）  
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図2.2.3-13 （続き）  
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図2.2.3-14 特性化震源モデルおよびそれに4種類のパラメータの複雑さ・不均質を加えた新

モデルの模式図．背景色は地震モーメントの大きさ，コンター（6秒ごと）は破

壊到達時刻，灰色の塗りつぶしはすべり時間関数，矢印はrake角を表す． 
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図2.2.3-15 インバージョンの理論波形に対する，各震源モデルによる理論波形の速度応答

スペクトル（減衰定数5%；3成分合成値）の比の平均．1より大きい/小さい場合

は過大/小評価を意味する．  
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図2.2.3-16 インバージョン結果（赤色コンター）および特性化震源モデル（緑色コンター）

の破壊到達時刻の比較．コンターは6秒間隔である．桃色矢印はインバージョン

結果の，大すべり域A2付近における主たる破壊伝播方向を表す． 
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図2.2.3-17 海溝軸側から大すべり域A2を破壊させた，改良特性化震源モデルの模式図．赤

色星は断層全体の破壊開始点（震源），青色星の小断層はA2の破壊開始点，コン

ターは破壊到達時刻を表す．  
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図2.2.3-18 改良特性化震源モデルの速度波形 (0.03-0.20 Hz)．1段目（黒）は観測波形，2

段目（赤）はインバージョン結果による理論波形，3段目（灰）は特性化震源モ

デルによる理論波形，4段目（桃）は改良特性化震源モデルによる理論波形であ

る．波形の右の数字は最大振幅を表し，単位はcm/sである．地図中の青色小断層

は大すべり域A2の破壊開始点を表す．  
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図2.2.3-18 （続き）  
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図2.2.3-19 観測波形（黒）・インバージョンの理論波形（赤）・改良特性化震源モデルの

理論波形（桃）の速度応答スペクトル（減衰定数5%；3成分合成値）．一番右下

の図はインバージョンに対する改良特性化震源モデルの比の，全観測点の平均

（実線）と標準偏差（破線）であり，1より大きい/小さい場合は過大/小評価を

意味する．  
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2.2.3項の付録 

 本研究における，震源インバージョンで得られた各小断層のすべり時間関数から，ライ

ズタイム・破壊開始/終了時刻を抽出する手順を述べる． 

 

(1) Tmax秒からなるすべり時間関数で求まっている複数のピーク（図2.2.3-A1a中の三角）か

ら，総すべり量をタイムウィンドウ数で割った平均値を最初に超えたピークを探し，P

（図2.2.3-A1aの赤三角）とする． 

(2) ピークPの一つ前と一つ後ろにあるピークを探し，前者を作るタイムウィンドウの終了

時刻をTa, 後者を作るタイムウィンドウの開始時刻をTbとする（図2.2.3-A1b）．ただし，

ピークPのタイムウィンドウの前後二つ以内にあるタイムウィンドウが作るピークは探

索対象から除外する．また，ピークPより前にピークが存在しない場合はTa = 0，ピーク

Pより後ろにピークが存在しない場合はTb = Tmaxとする． 

(3) Ta-Tbの間に開始かつ終了するタイムウィンドウのみを使って，新しいすべり時間関数

を作成する（図2.2.3-A1c）． 

(4) (3) で作成した新しいすべり時間関数の総すべり量の2.5%に達する時刻をその小断層に

おける破壊開始時刻Ts，同97.5%に達する時刻を破壊終了時刻Te，両者の時間差をライ

ズタイムとする（図2.2.3-A1d）． 

図2.2.3-A1 ライズタイムおよび破壊開始/終了時刻の抽出手順の概念図． 
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2.2.4 2014 年チリ Iquique 地震の特性化震源モデルの設定 

 

 (1) 2014年Iquique地震における観測記録と経験的グリーン関数 

 2014年Iquique地震の際に、図2.2.4-1に示す強震観測点で観測記録が得られている。図に

断層モデルもプロットしているが、断層に近い位置に観測記録が得られていることが分か

る。これらの観測記録はすでに2.2.2項に示されているように収集、処理されているが、T13A

観測点における加速度波形をその一例として図2.2.4-2に示す。 

また、Iquique地震を前後にして、2014年3月16日に前震が発生している。図2.2.4-3に2014

年3月16日に発生した前震の際に観測記録の得られている観測点の分布を示す。図に〇印で

囲まれている観測点は断層の両端をカバーできていることで、特性化震源モデルの構築の

際にこれらの観測点を評価対象とした。 

図2.2.4-4には、2014年3月16日地震の際にT13A観測点で得られた観測記録の加速度・速

度波形、速度応答スペクトル及びフーリエスペクトルを示す。これらの図から、この地震

の観測記録は広帯域において経験的グリーン関数として用いられることが分かった。本検

討では、当該地震による観測記録を経験的グリーン関数として用いることとした。 
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図 2.2.4-1 2014 年 Iquique 地震のおおよその断層位置と観測記録の得られている観測点分布 
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図2.2.4-2 2014年Iquique地震においてT13A観測点における観測記録の加速度波形 
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図2.2.4-3 Iquique地震の前震、2014年3月16日に発生した地震の観測点分布図（赤○は強震動

計算に用いた観測点を示す） 
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図2.2.4-4 2014年3月16日に発生した地震（Iquique地震の前震）の際にT13A観測点における

観測記録の加速度波形 
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 (2) Iquique地震の特性化震源モデルの設定 

 経験的グリーン関数法により、Iquique地震の特性化震源モデルを推定するには、波形合

成のための合成倍率と応力降下量比を決める必要がある。本研究では、Miyake and Irikura 

(2003)に従い、大地震と要素地震の距離補正を行ったフーリエスペクトル比により、波形

合成のための合成倍率と応力降下量比について検討を行った。この方法では、まず、式

(2.2.4-1)により、大地震と要素地震の観測記録により、両者のスペクトル比を計算される。

次にこのスペクトル比に(2.2.4-2)式をフィッティングさせ、要素地震と大地震のコーナー

周波数 と ｍをそれぞれ決め、(2.2.4-3)式、(2.2.4-4)式より合成倍率N、応力降下量比を

それぞれ決められる。 

 

( )( ) = ( )/ 1 exp (− / ( )
( )/ 1 exp (− / ( )             (2.2.4− 1) 

( ) = 1 +
1 +            (2.2.4− 2) 

=            (2.2.4− 3) 

=           (2.2.4− 4) 

 

図2.2.2-5には、大地震と小地震共通で12地点で観測記録の得られている観測点について、

Iquique地震本震と3月16日前震の観測記録のEW成分のスペクトル比とその平均値をそれ

ぞれ示す。また、この平均値に合うように、理論スペクトル比SSRFを計算し、これが0.5Hz

～3Hzの周波数帯域でデータにフィッティングするように、遺伝的アルゴリズムにより大

地震と小地震のコーナー周波数をそれぞれ0.13Hzと0.54Hzと求めた。なお、距離補正につ

いては、前震について震源距離を用いることにして、本震については断層最短距離を用い

た。用いた距離の値を表 2.2.4-1、表 2.2.4-2に示す。また、遺伝的アルゴリズムによる最

適化を行う際の適合度の変化を図2.2.2-6に示している。これらの結果により、応力降下量

の比が約2.0、合成倍率は4.2（4 or 5）と求まった。これらの結果を参考に、特性化震源モ

デルの初期値を表 2.2.4-3～表 2.2.4-5として設定した。 
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表 2.2.4-1 スペクトル比の計算に用いた観測点の本震からの断層最短距離 

 
 

 

表 2.2.4-2 スペクトル比の計算に用いた観測点の前震からの震源距離 
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図2.2.4-5 震源スペクトル比とベストフィットのSSRFの比較 
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図2.2.4-6 震源スペクトル比にフィッティングしてコーナー周波数推定のためのGA適合度 
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表 2.2.4-3 推定された C と N の値 

 

 

表 2.2.4-4 本震断層のパラメータ 

 

表 2.2.4-5 前震断層のパラメータ 

 

 

大地震のコーナー周波数 f cl 0.13 Hz

前震のコーナー周波数 f cs 0.54 Hz

合成倍率 N 4.2

Cの値 C 2

fault parameters
MWl 8.1
M0l (N・m) 1.9E+21
Sl (km2) 1600 (0.07S)
Ll (km)×Wl (km) 40×40
Vs, Vr (km/s) 3.6, 3.0
Q 110*f 0.69

Dsl /Dss 2
N 4×4×4

fault parameters
MWs 6.7
M0s (N・m) 1.27e+19
Dsl /Dss 2
Ss (km2) -
Ls (km) -
Ws (km) -
Ds (m) -
fcs (Hz) 0.54
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2.2.5 2014年チリIquique地震の地震動再現解析 

 

 2.2.5項で得られた大地震と小地震のスペクトル比と、2.2.3項で推定された断層モデルを

参考に、観測波形は比較的にシンプルであることから、1つの強震動生成域SMGAからなる

強震動評価のための断層モデルを図2.2.5-1に示すように設定した。この断層モデルに対し

て、SMGAを4×4×4で分割して、Vsは3.6km/s, 立ち上がり時間は約3秒とした。また、試行

錯誤の結果、アスペリティと要素地震の応力降下量の比は2にした。設定したSMGAモデル

でT13A、TA01、PGSCXの3つの観測点における計算結果（速度応答スペクトルと波形）を

EW,NSについてそれぞれ図2.2.5-2～図2.2.5-7に示す。これらの図から、応答スペクトルに

関しては、いずれの場合でも短周期側の計算結果と観測記録が概ね整合することが確認で

きる。T13AのEW成分では、計算結果が若干大きいが、これは伝播経路のQ値の影響によ

るものであると判断される。 
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図2.2.5-1 強震動評価のためのアスペリティモデル（2.2.3節の図に加筆） 
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図2.2.5-2 T13A地点における計算結果と観測記録の比較 

（EW、NS成分の速度応答スペクトル） 

 

 

図2.2.5-3 T13A地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の加速度波形） 
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図2.2.5-4 TA01地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の速度応答スペクト

ル） 

 

図2.2.5-5 TA01地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の加速度波形） 
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図2.2.5-6 PSGCX地点における計算結果と観測記録の比較 

（EW、NS成分の速度応答スペクトル） 

 

 

図2.2.5-7 PSGCX地点における計算結果と観測記録の比較（EW、NS成分の加速度波形） 
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2.2.6 経験的・統計的グリーン関数法に関する知見の調査 

 

 本調査は海溝型巨大地震に対して経験的グリーン関数法や統計的グリーン関数法を適

用するときの知見を調査するものである。国内外では、M8 以上の巨大地震は発生しては

いるが、経験的グリーン関数法や統計的グリーン関数法を適用して巨大地震による地震動

の推定を行っているのが、まだかなり限られている。特に国外においては、それほど見当

たらない。したがって、本検討では、まず国内の文献に注目して、2011 年東北地方太平洋

沖地震の特性化震源モデルを推定した佐藤（2012）を取り上げた。 

 

(1) 佐藤 (2012)  

佐藤 (2012) は、「経験的グリーン関数法に基づく2011年東北地方太平洋沖地震の震源モ

デル－プレート境界地震の短周期レベルに着目して－」というタイトルの論文である。こ

の論文では、短周期レベルの推定に重点を置いているが、本検討では、2011年東北地方太

平洋沖地震の短周期レベルを推定するために、経験的グリーン関数法を適用して特性化震

源モデルをまず推定されたことに注目して、経験的グリーン関数法を適用する際の特徴に

ついて、下記２点でまとめた。 

① 図2.2.6-1に示されるように、東北地方太平洋沖地震の断層範囲は非常に広いため、そ

れぞれの強震動生成域による地震動を評価するため、複数の経験的グリーン関数を

用いている。 

② 強震動生成域内の断層破壊伝播速度は強震動生成域により異なる値を用いているこ

とが示されている。図2.2.6-1に示すそれぞれの強震動生成域について、強震動生成域

１で3km/s、そのほかは2.0km/sとされている。また、背景領域においても、震源から

強震動生成域１への破壊伝播速度は3.7km/sと速く、強震動生成域１の破壊開始点か

ら強震動生成域２の破壊開始点までは1.5km/sと遅い設定となっている。 

 

上記の２点について、経験的グリーン関数法や統計的グリーン関数法を巨大地震に適用

する際に参考になると考えられる。 
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図2.2.6-1 佐藤 (2012)の図1：経験的グリーン関数法に基づく強震動生成域（実線の矩形）、

その探査範囲（破線の矩形）、破壊開始点位置（星印）、およびグリーン関数とし

て用いた地震と本震の震央位置（気象庁）・メカニズム解（F-net）、観測点位置

（三角）、１～４の数字は強震動生成域の番号を示す。 
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2.3 巨大地震の震源特性パラメータの設定手法の調査 

 

(1) 地震調査研究推進本部 (2005) 

プレート間地震は、活断層で発生する地震と比較して、地震の発生間隔が短いために、海

域によっては過去に発生した地震の状況を示す情報が残されており、特性化震源モデルの

設定にあたって､それらの情報を活用することができる。また、過去の地震関連データを用

いて、それぞれの段階で特性化震源モデルの検証を行い、必要があれば震源特性パラメータ

の見直しを行う。このような特性化震源モデルの見直しの段階では、観測波形等を説明でき

る震源特性パラメータが求められることより、以下の「レシピ」を拡大解釈する形で検討す

ることもある。この場合、過去の地震関連データ（地震規模、震源域、地震波形記録、震度、

被害など）すべてが整合性あるものとはならない可能性もあり、解析の目的に応じて優先順

位をつけてデータを採用することが必要となる。 

地震調査研究推進本部(2005)によるプレート間地震に対する震源特性パラメータの設定

の流れを図 2.3-1 に示す。ただし、地震調査研究推進本部(2005)によるプレート間地震の強

震動予測のレシピは、1978 年宮城県沖地震(MW 7.6)や 2003 年十勝沖地震(MW 8.1)の地震動

評価を踏まえて、(2.3-1)式に示す円形クラック式(Eshelby, 1957)に基づいている。 

 

3/2 3/2
0 16 / (7 )M S                            (2.3-1) 

 

これは、田島・他(2013)が指摘している第 1 ステージの地震を対象としたものである。破

壊が海底まで達する大地震の場合だと、断層幅の飽和による第 2 ステージに移り、地表で応

力が解放されて境界条件が変わることから、断層面の平均応力降下量の評価に円形クラッ

ク式をそのまま適用することは不適切である。 
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図2.3-1 地震調査研究推進本部(2005)によるプレート間地震に対する 

震源特性パラメータの設定の流れ 
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(2) 内閣府 (2012) 

内閣府 (2012)は、南海トラフの巨大地震の震源断層モデルを検討するに当たり、南海ト

ラフで発生した過去地震に加えて、世界の海溝型地震の震源断層モデルを調査し、それらの

特徴等を整理したうえで、科学的知見に基づき、南海トラフの巨大地震対策を検討する際に

想定すべき最大クラスの地震・津波の検討を進めている。知見の整理にあたっては、強震動

を評価するための強震断層モデルと、津波高等を評価するための津波断層モデルをそれぞ

れ区別している。 

南海トラフの巨大地震の想定マグニチュードは、震度分布・津波高の推計過程において、

精査した結果、最大クラスの地震・津波を想定して、震度分布を推計する強震断層モデルの

Mwは9.0、津波を推計する津波断層モデルのMwは9.1 を確定値としている。 

内閣府(2012)による南海トラフの巨大地震における強震断層モデルの断層パラメータの

算定手順をまとめたフローを図 2.3-2 に、強震断層モデルのイメージを図 2.3-3 に示す。南

海トラフの巨大地震における津波断層モデルの断層パラメータの算定手順をまとめたフロ

ーを図 2.3-4 に、津波断層モデルのイメージ（基本方針）を図 2.3-5 に示す。 
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図 2.3-2 内閣府(2012)による強震断層モデルの断層パラメータ算定手順をまとめたフロー 

 

 

図 2.3-3 内閣府(2012)による強震断層モデルのイメージ図（基本方針） 
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図 2.3-4 内閣府(2012)による津波断層モデルの断層パラメータ算定手順をまとめたフロー 

 

 

 

図 2.3-5 内閣府(2012)による津波断層モデルのイメージ図（基本方針） 
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(3) 壇・他 (2013) 

 壇・他 (2013) は、津波も強震動も断層破壊という共通の現象の結果であるという観点で、

両者の統一断層モデルを考えた。 

具体的には、はじめに、2011年東北地方太平洋沖地震の断層パラメータが従来の強震動予

測で用いられている断層パラメータの相似則の延長線上にあることを確認したうえで、強

震動と津波の予測のための統一断層モデルとしてのアスペリティモデルを提示した。 

ついで、そのモデルに基づいて想定地震の断層パラメータの設定手順（図2.3-6）を提案し、

提案したアスペリティモデルに東北地方太平洋沖地震の断層パラメータをあてはめてモデ

ルの妥当性を示した。また、提案した断層パラメータの設定手順を南海トラフの巨大地震に

適用し、強震動と津波の予測のための統一断層モデルの設定例を4つ示した。 

最後に提示した4つの断層モデルを用いて愛知県や三重県、静岡県で強震動の試算を行い、

その結果を1707年宝永地震(M 8.6)や1854年安政東海地震(M 8.4)、1944年昭和南海地震(M 7.9)

の震度分布と比較して震源モデルの妥当性に関する考察を加えた。 

なお、本論文では、提案した断層パラメータの設定手順の妥当性は、東北地方太平洋沖地

震の強震記録や津波記録で直接確認していないため、今後その確認が必要としている。 

 

 

 
 

図2.3-6 壇・他 (2013) による強震動と津波の予測のための 

統一震源モデルの断層パラメータ算定手順 

 

 



2.3-7 
 

(4) 杉野・他 (2014) 

杉野・他 (2013) は、原子力発電所の確率論的津波ハザード解析手法の高度化に資するよ

う、将来予測のための津波想定のため、東北地震津波を含む国内外の M 9 クラス地震の津

波波源に関する知見・教訓を整理し、その結果を踏まえてプレート間地震に起因する津波の

特性化波源モデルの設定方法を提案した（図 2.3-7）。 

特性化波源モデルの設定方法では、津波波源の特性表示を 3 段階とし、巨視的波源特性、

微視的波源特性、破壊伝播特性で表す。巨視的波源特性では、既往最大の地震規模に縛られ

ることなく可能性を十分に考慮した波源領域を対象とし、その領域を区分したセグメント

の組合せによって地震規模が設定される。微視的波源特性では、Mw に応じて 3 つのクラ

スを設け、Mw 8.2 以下の中小規模の波源では均一なすべり分布、Mw 8.3~8.8 の大規模な波

源では大すべり域と背景領域の 2 段階不均一すべり分布、Mw 8.9 以上の超大規模な波源で

はさらに超大すべり域を加えた 3 段階不均一すべり分布がそれぞれ設定される（図 2.3-8）。

これらの領域のすべり量と面積については、超大すべり域は平均すべり量の 3 倍で全体面

積の 15%とし、超大すべり域と大すべり域を合わせた領域は平均すべり量の 2 倍で全体面

積の 40%とする。破壊伝播特性では、Mw 8.3 以上の津波波源を対象に、波源領域が広大に

なるため、同心円状の破壊伝播を仮定する場合と複数セグメントの時間差発生を仮定する

場合の 2 種類の破壊伝播様式を考慮して設定する。 

特性化波源モデルを東北地震津波に適用した結果（図 2.3-9）、東北地震津波の痕跡高を

概ね再現でき、同設定方法が有用であることを確認した。 

 

図2.3-7 杉野・他 (2014) によるプレート間地震による津波の特性化波源モデルの設定手順 
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図2.3-8 杉野・他 (2014) による微視的波源特性に係る 

波源領域内の空間的すべり分布の設定方法 

 

 

図2.3-9 杉野・他 (2014) による東北地震津波の 

再現用波源モデル（左）と特性化波源モデル（右） 
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(5) 具・他 (2016，2017) 

具・他 (2016，2017)では、プレート間地震を断層幅が飽和しない小地震(第 1 ステージ)と

断層幅が飽和する大地震(第 2 ステージ)に分類し、大地震については、円形クラック式の代

わりに動力学的断層破壊シミュレーションによる平均動的応力降下量の近似式を用いて、

実際の地震データに基づき、平均動的応力降下量とアスペリティの動的応力降下量を算定

した。またこれらの値を用いて、プレート間地震における巨視的断層パラメータの相似則を

設定した。 

次に、第 2 ステージのプレート間地震の強震動予測のための断層パラメータの設定方法

を提案した（図 2.3-10）。本方法の特徴は、強震動を生成するアスペリティとその周辺の背

景領域、および大すべり域と超大すべり域を考えていることである（図 2.3-11）。 

最後に、東北地方太平洋沖地震を対象として、断層パラメータを算定し（図 2.3-12）、経

験的グリーン関数法により強震動の再現計算を行った。その結果、地震記録がほぼ再現でき、

提案した断層パラメータの設定方法の妥当性が検証できた。 

 

 

図2.3-10 具・他 (2016) による第2ステージのプレート間地震による 

強震動予測のための断層パラメータ設定方法 
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図 2.3-11 具・他 (2016) による強震動と津波の統一モデルの 

すべり分布(杉野・他 (2014)に加筆) 

 

 

図 2.3-12 具・他 (2017) による東北地方太平洋沖地震の断層モデルの設定例 
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 (6) 地震調査研究推進本部 (2017) 

地震調査委員会は、将来発生する地震について地震発生可能性の長期評価を取りまとめ

ており、今後、これらの長期評価に基づいて将来発生する可能性のある津波を評価する予定

である。その際、一般的には将来発生する地震の断層のすべり分布等が確実には分からない。

このため、不確実性を考慮した上で、単純化したパラメータによる多数の特性化波源断層モ

デルを設定し、それらに基づいた津波の予測や評価の手法を検討し、「波源断層を特性化し

た津波の予測手法（津波レシピ）」（以下「津波レシピ」という。）として取りまとめている。 

波源断層特性パラメータの設定方法は、想定した地震によって発生する津波に対して特

性化波源断層モデルを構築するために具体的に示されたものである。特性化波源断層モデ

ルの検討にあたっては、震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）（地震調査

委員会，2016）の特性化震源モデルの考え方を参考とした。地震調査研究推進本部(2017)に

よるプレート間地震（大すべり域と超大すべり域を設定）の波源断層特性パラメータの設定

の流れを図2.3-13に示す。 

波源断層モデルの微視的波源断層特性に関するパラメータとして、 

・大すべり域の位置・個数 

・大すべり域のすべり量と面積 

を設定する。大すべり域は不均質なすべり量分布が津波の発生に与える影響を考慮する

ために設定するもので、背景領域に比べてすべり量の大きな領域として設定する。ここでは、

最も単純な場合として、大すべり域、背景領域のすべり量がそれぞれ一様な2 段階のすべり

量分布を基本とする（図2.3-14、図2.3-15）。 

また、断層破壊が海溝軸付近まで到達する場合には、海溝軸付近で非常に大きなすべりが

生じて巨大な津波を発生させることがある（例えば、Satake et al., 2013）。このようなすべり

が津波の発生に与える影響を考慮する場合には、海溝軸に沿って設定した大すべり域の中

に更にすべり量の大きな超大すべり域を設定する（図2.3-16、図2.3-17）。この場合、上記の

パラメータに加え、 

・超大すべり域の位置・個数 

・超大すべり域のすべり量と面積 

を設定する。ここでは、最も単純な場合として、超大すべり域、大すべり域、背景領域のす

べり量がそれぞれ一様な3 段階のすべり量分布を基本とする。 
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図2.3-13 地震調査研究推進本部(2017)によるプレート間地震（大すべり域と超大すべり

域を設定）の波源断層特性パラメータの設定の流れ 

 

 

図2.3-14 地震調査研究推進本部(2017)による大すべり域の設定例 
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図2.3-15 地震調査研究推進本部(2017)による巨大地震における規格化した 

すべり量比率と累加積分比率の分布 

 
図2.3-16 地震調査研究推進本部(2017)による超大すべり域の設定例 

 

図2.3-17 地震調査研究推進本部(2017)による超巨大地震における規格化した 

すべり量比率と累加積分比率の分布 
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